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８１農業問題の方法と統計利用
現実の経済現象の研究において、統計および統計的操作がどのような意義をもつのかという問題は、根本的には、
意識から独立な客観的存在と、その認識可能性という観点に立った対象認識の過程において、統計および統計的操
作
が
ど
の
よ
う
な
位
置
と
役
割
を
占
め
る
の
か
と
い
う
科
学
的
認
識
の
基
本
的
な
手
続
に
立
ち
か
え
っ
て
理
解
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
し、
◎ この
点
に
つ
い
て
、
ま
ず
、
戦
前
、
戸
坂
潤
が
明
ら
か
に
し
た
こ
と
の
重
要
点
は
第
一
に
、
科
学
の
一
般
的
方
法
は
唯
物
弁
証
法
で
目
次
「
は
じ
め
に
二、事実の分析と新理論の形成
三、統計データの事実反映性の検討
四、統計データの整理・加工
五
、
理
論
と
事
実
デ
ー
タ
と
の
対
置
農
業
問
題
の
方
法
と
統
計
利
用
は
じ
め
に
喜
多
克
己
8２ 
すなわち、その統計理論は統計の基礎概念をなす「大量」（社会的にその存在の規定された集団）をもって「個人が
（２） 
一
局
識
す
る
と
否
と
に
拘
ら
ず
存
在
す
る
社
会
的
存
在
で
あ
る
」
と
す
る
と
こ
ろ
か
ら
出
発
し
て
い
る
。
そ
こ
で
は
な
に
よ
り
も
「
存
在
と
意
識
」
が
不
可
欠
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
を
な
す
の
で
あ
る
。
このように蜷川理論は統計対象の規定において唯物論的見地（意識から独立な客観的存在としての社会集団）をつら
ぬ
く
と
と
も
に
、
統
計
利
用
に
お
い
て
も
大
数
法
則
の
適
用
の
地
盤
を
な
す
純
解
析
的
集
団
が
成
立
し
う
る
た
め
の
特
殊
条
件
（
単
一
特定標識の集団であり、かつ集団の大きさは無限に増大しうること）を提示することによって統計解析法（数理的手続）の
成立に一定の限定を加えていた。しかし結局のところ、大数法則にもとづく「統計的法則」の定立をもって統計方
た
。
あ
る
こ
と
。
第
二
に
、
研
究
の
方
法
様
式
と
研
究
手
段
（
操
作
）
と
を
区
別
す
べ
き
こ
と
。
第
三
に
、
統
計
的
操
作
は
科
学
研
究
の
た
め
の
材
料
を
蒐
集
し
提
供
す
る
処
の
一
つ
の
と
し
て
の
資
格
を
与
え
る
の
は
不
当
で
あ
る
こ
と
な
ど
の
点
で
あ
っ
た
。
い
ず
れ
も
先
見
（１） 
る。 ある
こ
と
。
第三に、
戸
坂
が
『
科
学
論
』
の
な
か
で
尊
重
す
べ
き
も
の
と
し
た
蜷
川
虎
三
の
統
計
理
論
も
唯
物
論
的
認
識
を
前
提
と
す
る
も
の
で
あ
っ
（注）戸坂の『科学論』にかんするさいきんの批判的論稿として内海庫一郎「戸坂潤における科学方法論と統計的操作論」
（『統計学』第三九号、一九八○）がある。内海は戸坂の法則観および統計方法の理解には若干の混乱が承られること、た
と
え
ば
、
法
則
の
経
験
的
性
格
を
強
調
す
る
あ
ま
り
「
経
験
的
法
則
」
と
「
法
則
」
と
の
区
別
を
抹
殺
し
て
い
る
か
に
ふ
え
る
点
、
大
量
観
察
の基礎を大数法則に求めているかにふえる点、また、統計的操作を社会科学における主要な材料蒐集方法だと思いちがい
し
て
い
る
か
に
ふ
え
る
点
な
ど
が
あ
る
と
は
云
え
、
そ
の
業
績
は
全
体
と
し
て
敬
意
を
表
す
べ
き
も
の
で
あ
る
と
し
て
い
る
。
第二に、
研究の方法様式と研究手段（操作）
る
処
の
一
つ
の
手
段
で
あ
る
か
ら
、
こ
れ
に
研
究
方
法
様
式
い
ず
れ
も
先
見
性
に
富
ん
だ
理
解
を
示
し
た
も
の
と
言
い
う
８３農業問題の方法と統計利用
法
の
理
想
的
到
達
点
で
あ
る
と
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
統
計
方
法
は
二
元
的
に
構
成
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
（３） 
統計方法は「大三塁の数量的把握に出発し統計的法則の定立に終了する」とされ現実の社会経済の認識に到達するま
で
の
た
し
か
な
通
路
を
つ
け
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
と
言
わ
ね
ば
な
ら
な
い
。
戦後になって、上杉正一郎は、統計的操作は一つの研究手段であって研究方法にとってかわることはできないと
し
た
戸
坂
の
「
科
学
の
方
法
」
の
論
旨
の
基
本
部
分
を
ひ
き
つ
い
で
経
済
研
究
に
お
け
る
統
計
の
意
義
の
問
題
を
本
格
的
に
と
り
あ
げ
た。その骨子は次のとおりである。すなわち、経済研究が抽象的・理論的研究であるか歴史的・具体的研究である
か
に
応
じ
て
Ｉ
も
ち
ろ
ん
両
者
の
区
別
と
同
時
に
統
一
に
留
意
し
た
う
え
で
ｌ
統
計
利
用
の
意
義
は
特
殊
化
さ
れ
る
こ
と
、
そ
し
て、前者では統計が理論展開の主要な例証として利用されるのに対して後者においては具体的現実の認識手段とし
て
の
統
計
の
実
証
力
が
不
可
欠
の
役
割
を
果
す
こ
と
、
だ
が
、
統
計
分
析
と
い
わ
れ
る
も
の
は
統
計
と
い
う
研
究
手
段
を
使
っ
て
経
済
過程を分析すること（それは本来、経済分析）であるから、そこにおいて経済学の理論が主導的役割を演ずるのは当
然
で
あ
る
こ
と
、
な
ど
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
点
は
い
ず
れ
も
経
済
研
究
に
お
け
る
統
計
利
用
の
原
則
問
題
を
提
示
し
た
も
の
で
あ
っ
て
（４） 
この問題をめぐる向後の研究の発展の口火をきったのである。
他方、内海庫一郎も、すでに糸たような蜷川統計学の二元論的構成の矛盾を鋭く衝いて、統計利用法の終着駅は
実質社会科学研究の領域に属する社会科学的法則の発見、検証のところまで延長されるべきことを主張する。それ
とともに、個灸の統計的操作に認識過程の一般法則Ⅱ唯物弁証法の諸規定を徹底させるという見地から蜷川統計理
（５） 
論に根本的な評価・検討を加鯵えて現実の社会経済の分析に通ずろ統計方法の認識に多くの創見を付加した。内海が
認識論的規定の次元において個灸の統計的操作を鍛え直すための考察を行ったのに対して、大橋隆憲は、認識過程
の一般法則を社会科学方法論として具体化するなかで統計方法を位置づけた。
8４ 
本
稿
の
目
的
は
、
こ
れ
ら
諸
先
達
の
研
究
成
果
の
上
に
立
っ
て
、
具
体
的
に
は
、
現
代
日
本
の
農
民
層
分
解
と
階
級
規
定
の
研
究
を
念
頭
に
お
き
つ
つ
実
証
的
経
済
研
究
に
お
け
る
統
計
お
よ
び
統
計
利
用
の
位
置
を
確
か
め
、
そ
の
社
会
認
識
上
の
意
義
を
確
認
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
筆
者
な
り
の
社
会
科
学
的
統
計
利
用
論
の
構
築
の
た
め
の
一
つ
の
試
糸
で
も
あ
る
。
本
論
に
は
い
る
前
に
、
あ
ら
か
じ
め
、
実
証
的
経
済
研
究
の
進
行
過
程
と
、
そ
こ
で
の
統
計
お
よ
び
統
計
利
用
の
位
置
に
つ
い
て
の
概観をうるため第１図を示しておこう。
（１）戸坂潤「科学論」『唯物論全書１』、一一一笠書房、一九三五、九二’一一一四頁
（２）蜷川虎一一一「統計利用における基本問題」岩波書店、一九一一一二、一二九頁
（
３
）
同
「
統
計
学
概
論
」
『
岩
波
全
書
』
一
九
三
四
、
五
三
頁
（
４
）
上
杉
正
一
郎
「
経
済
統
計
学
の
基
礎
的
問
題
ｌ
経
済
研
究
に
お
け
る
統
計
の
意
義
」
『
思
想
』
一
九
五
七
・
二
、
の
ち
上
杉
「
経
済
学
と
統計」青木書店、一九五九、改訂新版一九七四所収。なお、広田純二ルクス主義と統計ｌ上杉正一郎先生の業績］『東
京経大学会誌』、第一一一五号、上杉正一郎教授退任記念号、一九八二、一一一も参照のこと。
（５）内海庫一郎「科学方法論の一般規定からゑた社会統計方法論の基本的諸問題」非売品、一九六二なお、内海の上記著書
に対する葛西孝平、吉田忠の書評『統計学』第一一号、一九六三も参照のこと。また、内海の上記著書を主体としたその
後の新著「社会統計学の基本問題」北大図書刊行会、一九七五に対する拙稿書評『土地制度史学』第七一号、一九七六・
四も参照のこと。
すなわち、戸坂潤とともに唯物論的弁証法の方法を科学の一般的研究方法すなわち、最上位にある研究方法とし
てもっとも勝れたものであるとしたうえで、大橋は現実の経済研究の過程と順序とを具体的に追求しつつ、その過
程でとられる各種の方法の中に統計方法（統計データの獲得・整理・利用の方法）を相互関連的に位置づけた。こうし
て
現
実
の
経
済
現
象
の
研
究
過
程
に
お
い
て
統
計
お
よ
び
統
計
的
操
作
が
果
す
社
会
認
識
上
の
意
義
と
限
界
と
を
具
体
的
に
示
し
た
の
（６） 
である。
第１図実証的経済研究の進行過程と統計および統計利用の位置
(菫臺艤轆裏簔論の）社会的実践の過程 社会的実践を導く指針
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Ｓ 
、
、
、
、
、
現実の具体的経済過程を
把握しうる理論的基準
１
．
－
 
既存の事実(統計)データ
、
、
＞ 
〆
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〔既知の理論〕 〔事実(統計)データ〕
現実の具体的経済過
程の特定側面の事実
の量的特徴を反映す
る統計指標体系
(指標体系の時系列）
〔新しい理論〕
現実の具体的経済過程
の特定側面の事実を理
論的に（具体的概念の
連関体系として）再構
成した命題（仮説）
り
既知の概念･法則･理論
（抽象の次元は多様）
･法則･ 対置置
(概籏辮論） らJJIﾘＬｎＩ］曰１
#旨標(仮説） 〔事実データと理論の矛盾〕
統
化
類
非
列
成
分
・
系
作
出
せ
替
時
の
導
合
組
の
値
の
組
の
系
計
性
・
夕
体
統
則
類
一
標
導
規
分
デ
指
誘
的
計
存
計
工
計
倣胸川榔陶ⅢⅧ
（概念の操作化） ’ （概念の操作化） （整理・加工） の組替・非統計データとの結合新間題僅蝋伽）
量定概念
(鰯雲謹規）
｜（統計調査）
統計データ〔統計の正確性の吟味〕〔 統計の信頼性の批判統計の指標性の解明 ） 
８９農業問題の方法と統計利用
実証的経済研究の端緒には、なによりもまず、人間の社会的実践のなかからの問題提起をうけた研究課題の確認
が
置
か
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
と
え
ば
、
内
外
独
占
資
本
の
支
配
と
対
時
す
る
現
代
日
本
の
労
働
者
階
級
を
中
心
と
す
る
広
範
な
国民諸階層の結集の強化という課題達成にむけて、農民諸層の位置をどのように定めるぺぎかという社会的実践か
ら
の
問
題
提
起
は
、
当
然
の
こ
と
な
が
ら
、
高
度
独
占
支
配
下
の
現
代
日
本
農
民
層
が
分
解
作
用
を
つ
う
じ
て
い
か
な
る
階
級
的
性
格
を与えられつつあるかについての理論的回答を要求するものである。そしてこの課題は現代日本の農民層分解と階
（６）大橋隆憲「『経済学方法論』と統計方法」『立命館経済学』第二巻五・六号、一九六一一一、のち大橋・野村「統計学総論
（上）」有信堂、一九六三所収
（注）社会科学研究における統計利用の位置、役割にかんする認識を深めるため、すでに本文でとりあげたもののほか次の文
二
事
実
の
分
析
と
新
理
論
の
形
成
○内海庫一郎「統計と法則」内海他編『統計学』有斐閣、一九六五
○佐藤博「社会・経済研究における統計および統計方法の意義」内海編『社会科学のための統計学』評論社、一九六九
○是永純弘「社会・経済統計の基本性格」同右
○吉田忠「社会科学研究と統計方法」吉田『統計学ｌ思想史的接近による序説』同文館、一九七四所収
○
野
沢
正
徳
「
経
済
統
計
論
の
対
象
と
性
質
」
京
大
経
済
学
会
『
経
済
論
叢
』
第
二
五
巻
、
第
三
号
、
一
九
七
五
○浜砂敬郎「統計利用」経済統計研究会編『社会科学としての統計学』産業統計研究社、一九七六
○木村太郎「統計・統計方法・統計学（一一一）」『国学院経済学』第一八巻第三・四合併号、一九七○、のち「統計・統計方
法
・
統
計
学
」
産
業
統
計
研
究
社
、
一
九
七
七
所
収
○伊藤陽一「社会科学的統計利用論」田中・伊藤・木村『経営統計学』北大図書刊行会、一九八○所収
○大屋祐雪「蜷川虎三の統計利用論」九大経済学会『経済学研究』第四六巻、第四・五合併号、一九八一
献も有益である。
9０ 
こ
の
よ
う
に
し
て
事
実
資
料
が
分
析
さ
れ
て
現
実
の
具
体
的
過
程
か
ら
本
質
的
側
面
・
現
象
が
取
り
出
さ
れ
る
が
、
こ
れ
を
さ
ら
に
必
要
な
諸
媒
介
項
を
経
て
、
当
の
対
象
お
よ
び
過
程
に
か
ん
す
る
以
前
の
研
究
成
果
た
る
既
知
の
概
念
・
法
則
・
理
論
に
帰
着
さ
せ
て
とらえるのである。こうして現実の具体的過程の特定側面の事実を具体的概念の連関体系として理論的に再構成し
た命題（検証されるべき新しい理論的命題）がえられる。
た
と
え
ば
、
現
代
日
本
の
農
民
層
分
解
と
階
級
規
定
の
研
究
に
さ
い
し
て
、
ま
ず
、
農
民
層
の
現
実
の
変
動
の
多
様
な
諸
過
程
、
諸
側
面
を
反
映
す
る
事
実
資
料
を
分
析
す
る
こ
と
に
よ
り
資
本
主
義
・
商
品
経
済
の
作
用
の
も
と
で
必
然
的
に
生
起
す
る
農
民
層
の
経
営・経済条件の差別および差別拡大の方向に承られる規則性を明るゑに出すのである。
農
民
層
の
現
実
の
具
体
的
変
動
過
程
を
反
映
す
る
統
計
資
料
の
分
析
に
よ
っ
て
経
営
規
模
の
拡
大
ま
た
は
縮
小
の
過
程
を
と
る
農
民
級
規
定
に
か
ん
す
る
実
証
的
研
究
に
よ
っ
て
の
承
答
え
う
る
も
の
で
あ
ろ
う
。
社
会
的
実
践
か
ら
の
問
題
提
起
は
現
実
の
具
体
的
過
程
に
対
す
る
理
論
的
認
識
の
必
要
性
を
よ
び
起
す
の
で
あ
る
か
ら
、
研
究
は
こ
のような課題の確認をうけて、現実の具体的経済過程の具体的分析から出発することになる。
す
な
わ
ち
、
現
実
に
あ
ら
わ
れ
て
い
る
各
層
農
民
の
多
面
的
な
諸
形
態
お
よ
び
農
民
層
の
多
様
な
変
動
過
程
の
具
体
的
諸
局
面
、
要
するに、感性的で具体的な対象および過程の具体的分析から出発せねばならない。
したがってここでは具体的な社会現象・過程の反映物（感性的認識の結果）である統計およびこれを材料とする社
会
認
識
の
方
法
が
大
き
な
役
割
を
果
す
の
で
あ
る
。
まず、現実の具体的過程を反映する統計資料あるいは同様の各種事実資料が選別され、分類整理されるなかで、
多
様
に
い
り
く
ん
だ
様
々
な
要
素
お
よ
び
関
連
が
区
別
さ
れ
切
り
離
さ
れ
、
一
定
条
件
の
も
と
で
の
本
質
的
側
面
・
現
象
が
と
り
出
さ
れねばならない。
９１農業問題の方法と統計利用
こうしてとり出された本質的側面・現象を、さらに、資本主義の農業・農民問題にかんするいままでの研究成果
の
蓄
積
で
あ
る
既
知
の
概
念
・
法
則
・
理
論
に
帰
着
さ
せ
て
と
ら
え
る
の
で
あ
る
。
そ
こ
で
は
じ
め
て
、
当
の
、
農
民
層
の
現
実
の
具
体的変動の過程が何を意味するものであるのかが理解されることになる。
こ
の
過
程
は
、
い
う
ま
で
も
な
く
、
分
析
と
総
合
の
過
程
に
ほ
か
な
ら
な
い
が
、
こ
の
方
法
的
手
続
は
、
あ
と
で
も
ふ
る
よ
う
に
交
互
関
連
的
で
あ
っ
て
切
り
離
し
え
ず
、
以
後
の
認
識
進
行
の
全
局
面
を
特
徴
づ
け
る
こ
と
に
な
る
。
現実の概念的把握（現実の概念への移行・転化）あるいは理論的概念の連関体系による現実の過程の法則的把握の
た
め
に
は
、
い
ま
ま
で
の
研
究
成
果
と
し
て
蓄
積
さ
れ
た
既
知
の
概
念
・
法
則
・
理
論
が
現
実
の
過
程
の
規
定
条
件
に
照
し
て
適
用
さ
れ
る
。
そ
の
さ
い
に
、
現
実
の
具
体
的
過
程
を
規
定
す
る
主
要
な
歴
史
的
条
件
と
、
適
用
さ
れ
る
べ
き
既
知
の
概
念
・
法
則
・
理
論
の
基本的な前提条件（これによって理論適用の歴史的範囲が規定される）とが、あらかじめそれぞれ明確にされ、相互に突
き
合
わ
ざ
れ
理
論
の
現
実
へ
の
展
開
条
件
が
明
ら
か
に
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。
たとえばγ平均利潤率形成の法則は生産の自由競争および資本と労働の部門間移動の自由を理論の前提条件とし
て
い
る
し
、
農
民
層
分
解
の
法
則
性
は
農
業
に
お
け
る
商
品
生
産
と
い
う
歴
史
的
条
件
の
も
と
で
の
承
作
用
す
る
な
ど
の
点
が
明
確
に
されて現実の具体的過程を規定する諸条件と照合されるのである。
い
う
ま
で
も
な
く
、
既
知
の
概
念
・
法
則
・
理
論
の
抽
象
の
次
元
は
多
様
で
あ
る
。
一
般
に
、
抽
象
の
次
元
が
高
く
な
る
ほ
ど
理
論
の適用範囲（作用領域）も広くなるという相互関連をもっと言いうるが、既知の理論の諸命題の適用にあたっては
層に着目したり、経営規模別に資本投下の状況や雇用・被一雇用の関係およびその大きさを示したり、あるいは、農
業
所
得
に
よ
る
家
計
費
の
充
足
状
況
を
と
ら
え
た
り
す
る
の
は
い
ず
れ
も
本
質
的
側
面
・
現
象
を
明
る
承
に
出
す
こ
と
で
あ
る
と
い
つ
てよい。
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②
資
本
主
義
の
農
業
・
農
民
問
題
の
理
論
前
記
の
一
般
理
論
を
基
礎
と
し
な
が
ら
、
資
本
主
義
の
も
と
に
お
か
れ
た
小
農
的
生
産
、
小
生
産
農
民
の
運
動
法
則
を
解
明
す
る
理
論。こ
こ
で
は
、
農
業
以
外
の
産
業
で
は
資
本
主
義
的
生
産
様
式
が
支
配
的
で
あ
る
が
、
農
業
部
門
で
は
一
部
に
資
本
主
義
的
農
業
の
形
成
を
ふ
る
も
の
の
、
不
断
に
階
級
分
解
の
過
程
を
と
る
小
農
的
生
産
が
支
配
的
存
在
と
し
て
存
続
し
て
い
る
と
い
う
事
態
を
理
論
の
前
提
条
件
と
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
事
態
の
も
と
で
生
起
す
る
農
業
に
お
け
る
資
本
主
義
的
進
化
の
諸
形
態
と
諸
条
件
を
解
明
す
る
理
論。 なに
よ
り
も
ま
ず
、
こ
れ
ら
の
諸
理
論
が
抽
象
の
次
元
に
応
じ
て
整
理
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
いま、現代日本の農民層分解と階級規定の研究にさいして、研究手段として使用しうる諸カテゴリー、諸命題を
含む既知の諸理論を、抽象段階のちがいに応じて、一般的なものからより特殊・具体的次元のものへ配列するなら
ば大きくつぎのように区分されよう。
Ⅲ
資
本
主
義
と
農
業
と
の
関
係
を
規
定
す
る
一
般
理
論
価値論、剰余価値論、資本蓄積論、地代論など資本主義の一般的運動法則、および、それが土地を基本的生産手
段とする農業生産部門において、どのような特殊性をもって貫徹するかを解明する一般理論。
こ
こ
で
は
農
業
も
工
業
と
同
様
に
資
本
主
義
的
生
産
様
式
に
よ
っ
て
支
配
さ
れ
て
い
る
こ
と
、
し
た
が
っ
て
資
本
主
義
的
生
産
様
式
が
生
産
お
よ
び
市
民
的
社
会
の
す
べ
て
の
部
面
を
支
配
し
て
い
る
こ
と
を
理
論
の
前
提
と
し
て
い
る
。
こ
の
一
般
理
論
は
資
本
主
義
と
農
業
に
か
ん
す
る
よ
り
特
殊
・
具
体
的
次
元
へ
の
理
論
展
開
の
た
め
の
基
礎
理
論
を
な
す
も
の
で
あ
る。
９３農業問題の方法と統計利用
がで弐一る」。
と
こ
ろ
で
、
前
記
の
資
本
主
義
の
農
業
・
農
民
問
題
の
理
論
は
、
言
う
ま
で
も
な
く
資
本
主
義
の
も
と
で
の
農
民
層
分
解
の
法
則
的
把握を理論の中心におくものである。この理論はすでに述べたように、農業以外の産業では資本主義的生産様式が
支
配
的
で
あ
る
が
、
農
業
部
門
で
は
一
部
に
資
本
主
義
的
経
営
の
形
成
を
み
る
も
の
の
小
農
的
生
産
が
支
配
的
存
在
と
し
て
存
続
し
て
いるという事態を前提としている。このような条件を前提として、資本主義と農業との関係を規定する一般理論を基
礎としつつ資本主義のもとでの農業進化の諸形態と、そのような形態をとる諸条件を解明する理論にほかならない。
したがって、そこには資本主義の農業・農民問題の全体系を貫ぬく若干の基礎的カテゴリーが存在する。
そ
れ
ら
は
栗
原
百
寿
に
よ
っ
て
指
摘
さ
れ
た
よ
う
に
、
小
生
産
、
土
地
所
有
、
資
本
、
賃
労
働
の
四
つ
の
基
礎
的
カ
テ
ゴ
リ
ー
に
ほ
かならない。
民問題を解明する理論。
③
独
占
資
本
主
義
段
階
の
農
業
・
農
民
問
題
の
理
論
以上の⑩②の理論を前提として、かつ、独占資本主義の再生産と蓄積のメカニズムによって規定される農業・農
民
問
題
の
理
論
Ⅱ
独
占
資
本
支
配
下
の
農
業
と
小
生
産
農
民
の
運
動
（
変
化
）
の
法
則
を
解
明
す
る
理
論
。
さらに国家権力の経済過程への強力的介入による独占資本体制強化の国家独占資本主義のもとで巨大な資本蓄積
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
包
摂
さ
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
生
起
す
る
農
業
と
農
民
層
の
変
化
と
運
動
を
解
明
す
る
理
論
。
仰
日
本
資
本
主
義
の
農
業
・
農
民
問
題
の
理
論
以
上
の
Ⅲ
②
０
の
理
論
を
前
提
と
し
て
、
か
つ
、
日
本
資
本
主
義
に
特
有
の
歴
史
的
特
質
と
構
造
に
よ
っ
て
規
定
さ
れ
る
農
業
・
農
資
本
主
義
下
の
「
農
業
問
題
の
全
体
系
は
実
に
こ
れ
ら
四
つ
の
基
礎
範
晴
が
相
互
に
錯
綜
し
て
織
り
な
す
も
の
で
あ
る
と
い
う
こ
と
9４ 
たしかに小生産は半自給的小生産または小商品生産あるいは農民階級区分上の中農層として、土地所有は寄生地
主的土地所有または農民的土地所有あるいは資本主義的土地所有として、資本は富農層ないし資本家的農業経営の
形成または農外大資本の農業支配として、賃労働は富農居ないし資本家的農場における雇用賃労働または小生産の
兼
業
賃
労
働
あ
る
い
は
、
い
わ
ゆ
る
「
土
地
も
ち
労
働
者
」
と
し
て
あ
ら
わ
れ
る
の
で
あ
っ
て
、
こ
れ
ら
四
つ
の
範
蠕
が
資
本
主
義
の
農業問題にとって不可欠の基本概念をなすことは明らかである。
そ
し
て
、
こ
れ
ら
基
礎
範
鴫
相
互
の
間
の
本
質
的
な
連
関
ま
た
は
発
展
の
必
然
的
な
道
す
じ
の
認
識
に
よ
っ
て
資
本
主
義
の
農
業
問
題の諸法則が定式化され、さらに、これら諸法則が論理的に体系化されて資本主義の農業問題の理論が構築される
ので座ある。
（
注
）
現
代
日
本
の
農
民
層
分
解
と
階
級
規
定
の
研
究
に
さ
い
し
て
、
研
究
手
段
と
し
て
使
用
し
う
る
諸
命
題
お
よ
び
理
論
を
研
究
の
成
果
と
し
て
含
む
と
思
わ
れ
る
文
献
は
多
数
存
在
す
る
で
あ
ろ
う
が
と
り
あ
え
ず
以
下
の
も
の
を
あ
げ
て
お
く
。
な
お
こ
こ
で
研
究
手
段
と
し
て
使
用
し
う
る
諸
命
題
を
含
む
と
い
う
意
味
は
、
も
ち
ろ
ん
、
こ
れ
ら
の
諸
文
献
に
お
い
て
定
式
化
さ
れ
て
い
る諸理論、諸命題がそのまま無媒介的に現実の段階に適用できるなどという意味ではない。
現実の現象の段階を規定する主要条件に照していかに特殊具体化しうるかについて当該理論の前提条件の検討が必要で
あ
る
し
、
ま
た
、
当
該
理
論
体
系
の
論
理
的
整
合
性
や
必
然
性
の
検
討
も
か
か
せ
な
い
。
理
論
は
つ
ね
に
現
実
の
具
体
的
条
件
に
則
し
て
具
体
的な展開が要求されているものなのであるから、現実を規定する具体的条件を無視した理論の形式的な適用は教条主義と
なる。「資本主義と農業との関係を規定する一般理論」に関するもの。
○Ｋ・マルクス「資本論」とくに「第一巻第四編第一三章第一○節大工業と農業、第三巻第六編超過利潤の地代への転
化、第七編諸収入とそれらの源泉」『マルクスⅡエンゲルス全集」第一一三巻ａ、ｂ第二五巻ｂ、大月書店一九六五
’
六
七
９５農業問題の方法と統計利用
○
小
川
浩
八
郎
「
農
業
経
済
の
基
礎
理
論
」
青
木
書
店
一
九
六
一
○
井
上
周
八
「
農
業
経
済
学
の
基
礎
理
論
」
東
明
社
一
九
六
七
○石渡貞雄「農業経済学原論」亜紀書房一九六八
○塙遼一「近代的土地所有と地代」見田他二ルクス主義経済学講座』（下）、新日本出版社一九七一
○
梅
川
、
東
井
、
南
編
「
農
業
問
題
の
基
礎
理
論
’
第
二
編
資
本
主
義
農
業
の
基
礎
理
論
、
第
三
編
資
本
主
義
農
業
の
特
質
」
ミ
ネ
ル
ヴ
ァ
書
房
一
九
七
四
○井野隆一「現代資本主義と農業問題’第一章資本主義と農業ｌ農業における資本と土地所有」大月書店一九七五
○川上・上原「農業政策論（新版）’第一編Ｉ、農業における資本主義と土地所有、Ⅱ地代範晴」有斐閣一九七六
ｕ
「
資
本
主
義
の
農
業
・
農
民
問
題
の
理
論
」
に
関
す
る
も
の
。
○Ｋ・マルクス「資本論’第三巻第六編第四七章第五節分益農制と農民的分割地所有」二ルクスⅡエンゲルス全集』
第
二
五
巻
ｂ
、
大
月
書
店
一
九
六
七
○Ｆ・ニンゲルス「フランスとドイツの農民問題」『マルクスⅡエンゲルス全集』第一三巻、大月書店一九七一
○Ｋ．カウッキー「農業問題」向坂逸郎訳『岩波文庫』一九五七
○Ｂ・Ｈ・レーーニ「ロシアにおける資本主義の発展」『全集』第三巻、大月書店一九五四
○ｌ「農業における資本主義」『全集』第四巻、大月書店一九五四
○ｌ「一九世紀末の直シァにおける農業問題」『全集』第一五巻、大月書店一九五六
○ｌ「現代農業の資本主義的構造」『全集』第一六巻大月書店一九五六
○ｌ「農業における資本主義の発展法則についての新資料」『全集』第二二巻大月書店一九五七
○石渡貞雄「農民分解論」有斐閣一九五五
○
リ
ャ
シ
チ
ェ
ン
コ
「
農
業
経
済
学
」
（
上
・
下
）
直
井
武
夫
訳
、
白
楊
社
一
九
三
七
○大内力「地代と土地所有」東大出版会一九五八
○大島清「資本と土地所有１１、農業における生産関係と土地所有、Ⅱ、農業における生産力と土地所有」青木書店
一九六二
9６ 
○
ｌ
「
小
農
経
済
学
」
亜
紀
書
房
一
九
七
○
○川上・上原、前掲書、第一編Ⅲ、農業における資本主義の発展
③
「
独
占
資
本
主
義
段
階
の
農
業
・
農
民
問
題
の
理
論
」
に
関
す
る
も
の
。
○栗原百寿「農業問題入門’第五章独占資本と農業問題」有斐閣一九五五、『青木文庫』一九六九
○石渡貞雄「農業理論入門ｌ独占資本段階の農業理論」大月書店一九五七
○常盤政治「独占資本主義段階の農業問題」二ルクス経済学講座』第二巻有斐閣一九六一一一
○弁野、暉峻、重富「国家独占資本主義と農業」（上・下）大月書店一九七一
○
井
野
隆
一
「
農
業
問
題
研
究
」
青
木
書
店
一
九
七
○
○
ｌ
「
帝
国
主
義
段
階
の
農
業
問
題
」
『
新
マ
ル
ク
ス
経
済
学
講
座
』
第
二
巻
有
斐
閣
一
九
七
二
○
ｌ
「
現
代
資
本
主
義
と
農
業
問
題
’
第
二
章
現
代
資
本
主
義
と
農
業
ｌ
現
段
階
の
資
本
主
義
諸
国
の
農
業
の
基
本
的
傾
向
、
農
業
恐慌と農業危機」
○
梅
川
、
東
井
、
南
、
前
掲
書
、
第
四
編
独
占
資
本
主
義
段
階
の
農
業
○
梅
川
勉
「
独
占
資
本
主
義
と
農
林
業
’
第
一
編
農
業
問
題
の
理
論
」
汐
文
社
一
九
七
四
Ⅶ
「
日
本
資
本
主
義
の
農
業
・
農
民
問
題
の
理
論
」
に
関
す
る
も
の
。
○
山
田
盛
太
郎
「
日
本
資
本
主
義
分
析
」
岩
波
書
店
一
九
三
四
○
ｌ
「
日
本
農
業
再
生
産
構
造
の
基
礎
的
分
析
」
土
地
制
度
資
料
保
存
会
一
九
六
二
○
栗
原
百
寿
「
日
本
農
業
の
基
礎
構
造
」
中
央
公
論
社
一
九
四
三
○井上晴丸「日本資本主義の発展と農業及び農政」中央公論社一九五七、『著作選集』第五巻、雄潭社一九七二
○
大
島
清
「
日
本
農
業
問
題
概
論
」
時
潮
社
一
九
六
○
○土地制度史学会編「再生産構造と農民層分解」御茶の水書房一九六一
○大内力「農業問題」『岩波全書』一九六一
○
ｌ
「
日
本
に
お
け
る
農
民
層
の
分
解
」
東
大
出
版
会
一
九
六
九
○近藤康男「日本農業論」（上・下）御茶の水書房、一九七○
９７農業問題の方法と統計利用
いずれにせよ、既知の理論の諸命題を現実の段階へ展開するためには、これら諸理論の抽象の次元、その主要な
前
提
条
件
が
現
実
の
過
程
を
規
定
す
る
諸
条
件
に
照
し
て
検
討
ざ
れ
明
確
に
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
必
要
で
あ
り
、
ま
た
、
そ
れ
ら
の
論
理体系じたいの整合性ないし必然性についての十分な検討を経ていなければならない。
一方、現実の具体的経済過程を反映する既存の事実データについて言えば、それらの整理加工によって問題の本
質的側面・現象をあらわすようなデータが作り出されることが必要である。
こ
れ
は
現
実
の
具
体
的
経
済
過
程
を
規
定
す
る
様
々
な
歴
史
的
条
件
の
う
ち
基
本
的
条
件
を
分
離
し
て
と
り
出
し
、
そ
の
も
と
で
の
事実のあらわれ（本質的側面・現象）を明るゑに出すようデータを整理加工することによって可能となるであろう。
○
暉
峻
衆
三
「
日
本
農
業
問
題
の
展
開
」
（
上
）
東
大
出
版
会
一
九
七
○
○
弁
野
隆
一
「
農
業
問
題
研
究
」
青
木
書
店
一
九
七
○
○
井
野
、
暉
峻
、
重
富
編
「
戦
後
日
本
の
農
業
と
農
民
」
新
評
論
一
九
六
八
○
井
野
隆
一
「
現
代
資
本
主
義
と
農
業
問
題
’
第
三
章
戦
後
日
本
資
本
主
義
ｌ
そ
の
推
移
と
諸
局
面
○
梶
井
功
「
基
本
法
農
政
下
の
農
業
問
題
」
東
大
出
版
会
一
九
七
○
○花田仁伍「小農経済の理論と展開ｌ日本農業における価値法則の展開とその論理」御茶の水書房
○
伊
藤
喜
雄
「
現
代
日
本
農
民
分
解
の
研
究
」
御
茶
の
水
書
房
一
九
七
二
○喜多克己「現局面における農民層分解の形態」『経済志林』第四一巻第三・四号一九七一一一
○
保
志
恂
「
戦
後
日
本
資
本
主
義
と
農
業
危
機
の
構
造
」
御
茶
の
水
書
房
一
九
七
五
○
川
上
・
上
原
、
前
掲
書
第
二
編
日
本
資
本
主
義
と
農
業
問
題
。
○
綿
谷
赴
夫
「
農
民
層
の
分
解
」
『
著
作
集
』
第
一
巻
農
林
統
計
協
会
一
九
七
九
○
「
基
本
法
農
政
の
総
点
検
’
二
十
年
の
総
括
」
『
日
本
農
業
年
報
』
第
三
十
集
御
茶
の
水
書
房
一
九
八
二
○
「
日
本
資
本
主
義
と
農
業
・
農
民
」
『
講
座
・
今
日
の
日
本
資
本
主
義
』
大
月
書
店
一
九
八
二
一九七一
9８ 
こうして現実とその表象を本質的諸関連にもとづいて再構成した新しい理論的命題が獲得される。この過程は現
実の表象の概念への移行転化の過程であるとともに現実の規定条件に則した既知の概念・法則・理論の具体化Ⅱ現
実の段階への具体的な展開の過程にほかならない。こうして実証されるべき新しい理論的概念・命題が設定される
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
と
え
ば
、
農
民
経
済
の
個
別
デ
ー
タ
を
経
営
規
模
の
標
識
に
よ
っ
て
分
類
し
て
、
そ
こ
に
現
わ
れ
る
農
民
層
の
経
営
・
経
済
条
件
にかんする差別的諸現象およびこれら諸現象の拡大の傾向を明るふに出し、これらを指標の体系によって表現する
というようなデータ整理の操作はこの趣旨に沿うものである。
もちろん既存の統計データの利用にあたっては、それらの統計がいかなる事実のいかなる側面をいかほど正しく
反映するものであるのかという統計の事実反映性の観点からの検討を経ることが欠かせぬ研究過程をなしている。
この過程については後段の統計利用のところであらためてとりあげる。
ところで何度もくり返し述べることになるが、現実の具体的過程を反映する事実データの分析によって本質的側
面・現象が分離されるならば、これを、必要な媒介的諸段階を経て既知の概念・法則・理論に帰着させてとらえる
既知の概念・法則・理論の現実の段階への適用といっても、それが可能となるためには、すでに指摘したとおり、
一方、現実の具体的経済過程を規定する主要な歴史的条件と、他方、既知の概念・法則・理論の適用範囲を規定す
る
基
本
的
前
提
条
件
に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
が
明
確
に
さ
れ
る
と
と
も
に
こ
れ
ら
を
相
互
に
突
き
合
せ
る
と
い
う
検
討
の
過
程
を
経
た
こ
と
に
な
る
。
のである。
これらの条件がくいちがうのであれば既知の概念・法則・理論は、もちろん、そのまま現実の段階には適用でき
９９農業問題の方法と統計利用
法であった。
す
な
わ
ち
その検討の結果にもとづいて現実の具体的経済過程を規定する主要な歴史的諸条件のなかから所要の媒介的諸規
定をとり出して、これらを既知の理論的概念、命題の前提に付加して既知の諸規定を特殊化するのである。
こうして現実の具体的過程は多くの規定の総合として理論的に再構成されることになる。
こ
の
点
に
つ
い
て
レ
ー
ニ
ン
の
実
証
的
農
業
分
析
法
か
ら
例
を
示
し
て
承
よ
う
。
レーーーンは一九一五年の一年間という期間を集中的に二○世紀初頭のアメリカ農業における資本主義の発展法則
の研究にあてた。
そのさい彼が自らに課したテーマは、一九世紀末から二○世紀初頭の時期にかけて、合衆国の農場の平均面積が
縮小傾向をとっていることを示す事実データを提示して、これを農業における資本主義の発展という本質的傾向に
も
と
づ
い
て
い
か
に
説
明
し
う
る
か
と
い
う
こ
と
で
あ
っ
た
。
（２） 
そのために彼のとった基本的方法は「過去をも、未来をも、ヨーロッパをも、ロシアをも含んでいる」著しい多
様性をもってあらわれている二○世紀初頭のアメリカ農業の歴史的・具体的全体を、一定の理論的見地にもとづい
て分析的に解体して本質的な現象・側面を明るゑに出し、これを既知の一般的命題に帰着させてとらえるという方
ない。
Ｌ、
。 そのさいには既知の理論的概念、命題の前提条件としてどのような新しい媒介的諸規定が付加されるならば現実
の具体的経済過程を説明しうる新しい理論的概念、命題が形成されうるのかについて検討が行われなければならな
（３） 
「資本主義の基本的で主要な傾向は工業でｊも農業でＪも大規模生産が小規模生産を駆逐することにある」
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こ
う
し
て
現
実
の
具
体
的
経
済
過
程
（
こ
れ
を
反
映
す
る
統
計
デ
ー
タ
）
の
分
析
に
よ
っ
て
と
り
出
さ
れ
た
農
業
の
集
約
化
と
農
業
の
溢本主義的性格の増大という内的関連の規定性ｌ小土地面積の農場も土地に投下される資本の量に応じて大規模
生産となりうるｌを一般的命題に付加するのである．すなわち、一定の土地面積に対する追加投資の進行という
条件を付加して農業生産規模のカテゴリーおよび大経営の小経営に対する優越法則を具体化している。
そして「大規模生産による小規模生産の駆逐は、土地面積の点では八大Ｖ農場だが、より生産的でなく、より集
約的でなく、より資本主義的でない農場が、土地面積の点では八小Ｖ農場だが、より生産的な、より資本主義的な
（５） 
農場によって駆逐される、というようにして行われる」という現実の具体的経済過程の特定側面の事実を具体的慨
（６） 
念
の
連
関
体
系
と
し
て
理
論
的
に
再
構
成
し
た
結
論
に
到
達
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
という既知の一般的命題を現実の条件に則して特殊化することによって現実の具体的経済過程の特定側面を理論的
に再構成した新しい命題を立てている。
この一般的命題の特殊・具体化にあたって追加された媒介的規定は現実の具体的経済過程を規定する諸条件の分
析によって得られたものである。このように総合は現実の過程の分析を含んでいること、すなわちここでの上向法
と下向法の切り離しがたい交互関連的位置に注意せねばならない。．．：：（４）
こ
う
し
て
レ
ー
ニ
ン
は
一
九
○
○
年
合
衆
国
農
業
セ
ン
サ
ス
に
よ
る
農
場
の
土
地
面
積
別
分
類
結
果
と
、
同
じ
く
農
場
の
生
産
物
価
額別分類結果とを比較観察して「土地一エーカーあたり」で承れば、生産物価額別分類では、土地面積別分類について
承るのとは全く逆に、「農場の生産する生産物価額が大きくなるにつれて農業の集約性は規則的に高まっている」（傍
点
原
文
）
こ
と
を
明
る
ゑ
に
出
し
た
。
こ
れ
は
統
計
分
類
の
方
法
を
利
用
す
る
現
実
の
分
析
に
よ
っ
て
事
実
の
本
質
的
側
面
を
分
離
し
点
原
文
）
こ
と
を
明
る
ゑ
』
て
と
り
出
し
た
の
で
あ
る
。
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れる事態がこれである。
レーニンの農業分析法についていまふてきたところは既知の一般的命題を現実の条件に照していかに特殊化する
かという方法であったが、もちろん場合によっては、既知の概念、法則、理論を前提とせずに、もっぱら事実Ⅱ経
験の理論的一般化によって新しい概念、命題を獲得する方法も科学的認識の前進にとって必要であり有効であるこ
とはいまさら言うまでもないことであろう。
た
と
え
ば
、
わ
が
国
に
お
い
て
わ
れ
わ
れ
が
現
在
逢
着
し
て
い
る
多
く
の
農
業
・
農
民
諸
問
題
の
な
か
で
、
理
論
的
に
も
実
践
的
に
も早急に正しい認識が求められている重要課題の一つとして、いわゆる「士地もち労働者」の形成という事態をい
か
な
る
も
の
と
し
て
認
識
す
る
べ
き
か
と
い
う
問
題
が
あ
る
。
そして、この「土地もち労働者」のカテゴリーは既知の概念を前提とせず事実のなかから発見された新カテゴリ
ー
で
あ
る
こ
と
が
強
調
さ
れ
て
い
る
こ
と
も
あ
っ
て
論
争
を
よ
び
起
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
いま、現段階の日本農民の具体的な変動過程の多様な形態を承るとき、誰しもが共通に認めるもっとも注目すべ
き
過
程
・
側
面
は
、
中
間
層
農
家
に
ま
で
広
く
及
ん
で
い
る
賃
労
働
兼
業
化
の
動
き
で
あ
り
、
同
時
に
零
細
下
層
農
家
で
の
兼
業
の
深
化に伴う農業の空洞化の進行であり、さらに、その先端には、土地は手離さないが、事実上、農業生産から離脱し
て
い
る
と
ふ
ら
れ
る
農
外
勤
務
者
の
広
範
な
一
団
が
存
在
し
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
い
わ
ゆ
る
「
土
地
も
ち
労
働
者
」
の
形
成
と
目
さ
しかし、これら「土地もち労働者」の実体や概念について論者の間に一致があるわけではない。
（７） 
たと』えば、ある論者は特定の農業地帯の実態分析や統計データの整理加工の結果によって、「士地もち労働者」
の本質的側面を農業生産からの離脱、農外賃金による家計費の安定的充足、資産としての農地保持者への転化など
の点にゑており、しかも、兼業零細農家はほぼこのような「士地もち労働者」に転化してしまったかまたは変質し
102 
つつある、と主張するのである。（８） 
他方、これに対する批判的見解によれば、「土地もち労働者」と一一一戸われるものは農業の社会的生産の場から追い
出
さ
れ
て
は
い
る
が
、
低
賃
金
と
雇
用
不
安
定
の
故
に
土
地
Ⅱ
農
業
と
の
結
び
つ
き
を
ひ
き
つ
づ
き
保
持
せ
ざ
る
を
え
な
い
農
村
滞
留
労働者であって、この面こそが「土地もち労働者」の本質をなすのであるから資産的土地保持者の性格を一面的、
固
定
的
に
強
調
す
る
の
は
正
し
く
な
い
と
す
る
。
ところでここにふられるような「土地もち労働者」の本質的諸側面の把握における相異は、この階級区分上のカ
テ
ゴ
リ
ー
が
ど
の
よ
う
に
し
て
え
ら
れ
た
の
か
と
い
う
概
念
形
成
の
方
法
の
ち
が
い
と
結
び
つ
い
て
い
る
。
すなわち、前者が既知の古典的階級区分上のカテゴリーの否定の上に、もっぱら事実Ⅱ経験にもとづいて「土地
もち労働者」の新カテゴリーを一般化しているのに対して、後者は既知の古典的階級区分上のカテゴリーを現段階
の条件に照して特殊化することによって「土地もち労働者」の概念を得ているということである。
と
こ
ろ
で
レ
ー
ニ
ン
も
そ
の
多
く
の
著
作
の
な
か
で
、
「
土
地
も
ち
労
働
者
」
の
存
在
を
指
摘
し
て
い
る
の
で
こ
れ
を
ふ
て
お
こ
う
。
す
な
わ
ち
、
レ
ー
ニ
ン
は
革
命
前
の
ロ
シ
ア
、
西
ヨ
ー
ロ
ヅ
．
〈
諸
国
お
よ
び
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
の
農
業
統
計
資
料
を
分
析
し
て
、
そ
れぞれの現実の条件に照して、農業における労働者の特別なタイプとして「土地もち労働者」（勺＆○四頁の冑胃員・冨
囚の嵩畠）あるいは「プロレタリア的経営」（ロで目の国已、宍国の潴・囚皇月困）の存在を指摘している。
そして、これらの存在は外面的な表徴からすれば農民（ただし、その経営においては婦人労働が男子労働をいちじるし
く
凌
駕
す
る
）
で
あ
る
が
、
労
働
力
の
販
売
を
も
っ
て
生
存
の
基
本
的
手
段
と
す
る
事
実
上
の
労
働
者
で
あ
っ
て
大
規
模
生
産
に
と
っ
て不断の労働予備軍をなすものであるとしている。
レ
ー
ニ
ン
が
検
出
し
た
「
土
地
も
ち
労
働
者
」
ま
た
は
「
プ
ロ
レ
タ
リ
ア
的
経
営
」
は
資
本
家
的
農
業
経
営
ま
た
は
富
農
経
営
に
対
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す
る
一
雇
用
労
働
者
の
供
給
層
を
な
す
も
の
で
あ
っ
て
、明らかに、農民階級区分上の貧農・半プロ層の極限的形態としての
特徴づけを与えられたものであったと言ってよい。
し
か
し
前
に
も
述
べ
た
よ
う
に
、
こ
の
よ
う
な
既
知
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
の
特
殊
化
の
方
法
に
よ
る
の
で
は
な
し
に
、
既
知
の
概
念
を
前
提としない事実Ⅱ経験の理論的一般化によって新たなカテゴリーを発見することもきわめて重要である。
しかし、この場合には、言うまでもなく、現代資本主義と農業の一定の条件（国家独占資本主義の巨大な資本蓄積メ
カニズムへの農業の包摂）のもとで、すでに指摘されたような本質的特徴をもつ「土地もち労働者」の新カテゴリー
の
出
現
の
必
然
性
が
論
証
さ
れ
ね
ば
な
ら
ず
、
さ
ら
に
、
そ
れ
が
事
実
ｌ
そ
れ
を
反
映
し
た
デ
ー
タ
と
対
置
さ
れ
、
こ
れ
に
よ
っ
て
実証されることが現実の経済の研究の進行にとって欠かせない過程をなすのである。
ま
ず
第
一
の
、
「
土
地
も
ち
労
働
者
」
な
る
新
カ
テ
ゴ
リ
ー
の
論
証
と
い
う
点
に
か
ん
し
て
言
う
な
ら
ば
、
戦
後
日
本
の
国
家
独
占
資本主義の農工格差構造の底辺において、このような「安定」的労働者が農村階級区分上の新カテゴリーとして必
然
的
に
形
成
さ
れ
る
こ
と
の
論
拠
を
示
す
こ
と
は
困
難
で
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
また第一一の、この新カテゴリー形成の統計データによる実証という点について言うならば、たとえば基礎資料と
なる『農家経済調査』の信頼性批判がかかせないであろう。この『調査』の対象農家は、兼業下層農家において明
らかに「安定」的職員勤務世帯への偏りをもつものである。（なお、この点については後でもう一度ふれる）
（注）このように「土地もち労働者」の本質規定をめぐる見解の対立が大きければ大きいほど、これの事実データに基づく判
定が重要な位置を占めることになる。
「土地もち労働者」のカテゴリーは、具体的には農家統計の定義による第二種兼業。やとわれ農家として捉えられるこ
とになると言ってよい。それにもかかわらず、一九七五年農業センサス以来、やとわれ農家の兼業種類区分のうち、それ
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まで長い間行われてきた「恒常的職員勤務」と「恒常的賃労働」との区分が廃止され「恒常的勤務」に一括されてしまっ
たのである。職員と賃労働とでは賃金水準に明らかな差があるばかりでなく、『農家経済調査』などによってゑても明ら
か
な
と
お
り
自
家
農
業
と
の
結
び
つ
き
方
に
お
い
て
も
大
き
な
差
異
が
ふ
ら
れ
る
の
で
あ
る
。
「土地もち労働者」の内実にかんする判定データとして農業センサスの兼業種類において両者の区分が早急に復活され
る
こ
と
が
望
ま
れ
る
の
で
あ
る
。
さ
て
、
既
知
の
概
念
、
命
題
の
特
殊
化
に
よ
っ
て
か
、
あ
る
い
は
、
も
っ
ぱ
ら
事
実
に
も
と
づ
く
一
般
化
に
よ
っ
て
か
新
し
い
概
念
、
命
題
が
形
成
さ
れ
る
な
ら
ば
、
こ
れ
ら
は
さ
ら
に
新
し
い
事
実
デ
ー
タ
と
対
置
ざ
れ
そ
の
正
否
が
検
証
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。
そ
し
て
こ
の
段
階
の
理
論
的
概
念
、
命
題
と
統
計
デ
ー
タ
と
の
対
置
を
検
証
目
的
の
た
め
の
統
計
利
用
と
呼
ぶ
と
す
る
な
ら
ば
、
さ
き
ほ
ど来、述べてきた統計利用は新しい概念または理論命題の形成を目的とするものであったと言うことができよう。
た
し
か
に
理
論
の
発
展
と
形
成
を
、
も
っ
ぱ
ら
、
理
論
体
系
の
な
か
の
空
隙
を
う
ず
め
た
り
論
理
的
不
整
合
性
を
と
り
の
ぞ
い
た
り
す
る
論
理
的
操
作
に
よ
っ
て
の
承
な
さ
れ
る
と
み
る
立
場
か
ら
は
、
統
計
利
用
の
意
義
は
概
念
、
法
則
、
理
論
の
検
証
と
い
う
一
面
と
だ
け
結
び
つ
け
ら
れ
て
位
置
づ
け
ら
れ
こ
と
に
な
ろ
う
。
そ
う
で
あ
る
だ
け
に
、
新
し
い
概
念
、
法
則
、
理
論
の
形
成
に
お
い
て
統
計
利用の占める位置、役割には大いに注目する必要であると言わねばならない。
し
か
し
、
す
で
に
ゑ
て
き
た
よ
う
に
、
新
し
い
概
念
ま
た
は
理
論
命
題
の
形
成
を
目
的
と
す
る
統
計
利
用
と
い
っ
て
も
穴
そ
の
さ
い
、
い
ま
ま
で
の
研
究
成
果
の
蓄
積
と
し
て
の
既
知
の
概
念
、
法
則
、
理
論
は
現
実
を
反
映
す
る
統
計
デ
ー
タ
と
の
対
置
を
と
お
し
て
、
す
で
に
そ
の
真
理
性
に
か
ん
す
る
幾
重
も
の
検
証
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
い
る
わ
け
で
あ
る
し
、
一
方
ま
た
、
新
し
い
概
念
ま
た
は
理
論
命
題
の
検
証
を
目
的
と
す
る
統
計
利
用
と
い
っ
て
も
、
そ
の
さ
い
、
理
論
と
統
計
デ
ー
タ
と
の
対
置
を
と
お
し
て
避
け
がたい矛盾が生じるならば、これをとりのぞくために理論は組糸替えられるか、さらに新しい規定が付加されて新
し
い
理
論
の
形
成
に
向
う
こ
と
に
な
る
の
で
あ
る
。
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このように実質的な経済研究の過程に組み入れられた統計利用過程は、理論の検証あるいは理論の形成という目
的に向けて、果すべき役割をもって交互的にあらわれるものなのであるから、統計利用の目的を法則定立目的また
は法則検証目的としてそれぞれを切りはなして一面化してとらえるのは正しくないと言わねばならない。
（１）栗原百寿「農業問題入門」『青木文庫』一九六九、三五頁
（２）レーニン「農業における資本主義の発展法則についての新資料」『全集』第二一一巻、大月版一○九頁
実質的経済研究をすすめるなかで実証されるべき新しい概念または理論的命題が形成され、他方、これに対置さ
れるべき統計データが収集されたとしても、われわれは卒然としてデータの整理加工または利用の段階に進むわけ
なぜならば統計データを事実反映性の観点から評価検討するという研究過程が飛びこえることのできない段階と
して存在するからである。統計の正しい利用は、統計の吟味批判の過程を経てのゑ可能となると言わねばならない。
にはゆかない。
/~、′~、／■、／■、′~、／~、
６５４３２１ 
、=ノ、=ノ、_ノ、_'、=ノ、_ノ
（
５
）
同
書
、
八
一
頁
（６）二○世紀初頭におけるアメリカ農業の実証分析の書であるレーニンの「農業における資本主義の発展法則についての新
資料」にふられる分析方法と統計利用を考察した拙稿「レーーワのアメリカ農業分析の方法と統計利用」『経済志林』第
四十三巻、第二号、一九七五年七月参照。
（７）たとえば、梶井功「小企業農の存立条件’第一章土地もち労働者の形成」東大出版会一九七五
（８）たとえば、上原信博「戦後農村の階級構成と農民組織・農民運動」『新マルクス経済学講座⑥』有斐閣一九七六
三
統
計
デ
ー
タ
の
事
実
反
映
性
の
検
討
同書、七二頁
同
書
、
六
九
頁
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この過程において、統計データはその実証力を評価されるとともに利用限界の根拠を明らかにされるのである。
統
計
利
用
の
立
場
か
ら
の
統
計
デ
ー
タ
の
事
実
反
映
性
の
検
討
に
お
い
て
、
今
日
で
も
い
ぜ
ん
と
し
て
根
本
的
な
基
準
を
与
え
て
く
れるのは蜷川統計理論において定式化された統計の信頼性および正確性の観点からの批判検討の課題である。
統
計
の
信
頼
性
の
批
判
と
は
、
そ
の
統
計
が
果
し
て
語
る
べ
き
客
観
的
事
実
を
正
し
く
語
っ
て
い
る
も
の
で
あ
る
の
か
ど
う
か
を
評
価
検
討
す
る
こ
と
で
あ
り
、
ま
た
、
統
計
の
正
確
性
の
吟
味
と
は
、
そ
の
統
計
が
量
定
概
念
に
よ
っ
て
具
体
的
に
定
義
化
さ
れ
た
も
の
を
果
し
て
正
し
く
計
測
し
た
結
果
で
あ
る
の
か
ど
う
か
を
吟
味
検
討
す
る
こ
と
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
こ
れ
ら
の
課
題
は
い
ず
れ
も
統
計
の
生
産
過
程
に
ま
で
さ
か
の
ぼ
っ
て
批
判
検
討
を
加
え
る
の
で
な
け
れ
ば
果
し
え
な
い
も
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
し
て
統
計
の
信
頼
性
の
批
判
の
課
題
に
含
ま
れ
る
の
は
、
ま
ず
、
統
計
の
理
論
的
概
念
の
基
礎
の
検
討
で
あ
り
、
さ
ら
に
、
理
論
的
概
念
の
量
定
概
念
へ
の
転
化
の
合
理
性
に
つ
い
て
の
評
価
で
あ
る
。
と
こ
ろ
で
統
計
の
概
念
的
基
礎
の
検
討
は
統
計
の
基
礎
を
な
す
理
論
的
概
念
が
現
実
を
正
し
く
概
念
化
し
た
も
の
で
あ
る
か
ど
う
か
と
い
う
点
が
問
題
の
第
一
の
核
心
を
な
す
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
こ
こ
で
は
、
統
計
の
理
論
的
規
定
が
た
ん
に
既
知
の
正
し
い
と
さ
れ
る
社
会
科
学
の
概
念
規
定
を
前
提
と
す
る
も
の
で
あ
る
の
か
ど
う
か
の
検
討
に
の
ゑ
と
ど
ま
る
わ
け
に
は
ゆ
か
ず
、
さ
ら
に
進
ん
で
、
現
実
の
概
念
化
の
過
程
に
ま
で
立
入
っ
て
検
討
を
行うことが必要であると言わねばならない。というのは、現実が変化してしまったのに統計の基礎におかれた概念
が旧い現実の反映にとどまっているのであれば、いうまでもなく、そのような統計は語るべき客観的事実を正しく
語らないものであるし、現実分析の有効な武器とはならないものだからである。統計利用にあたって飛びこえるこ
とのできない研究過程をなす統計の信頼性批判の問題が現実の過程の分析とこれの概念への転化の過程の検討にま
で及ぶべきものであるとするならば、この過程が全く実質の経済研究過程と重複したものであることは明らかであ
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統計の信頼性批判の問題は、このような現実の概念的把握の過程の批判検討からさらにすすんで、理論的概念の
操作化による量定概念への転化の過程の合理性の検討へむかうことになる。
これは理論的概念が時間と場所の規定をもつ量定概念へ合理的に転化されて統計の定義が得られているかどうか
という問題である。そこでは、理論的概念と量定概念とのくいちがいすなわち、理論的概念の量定概念への転化に
さいして対象またはその過程の存立にかかわる本質的諸特徴が消失してしまったり異質なものに移行してしまった
りしていないかどうかを評価検討することである。
以上にふてきたところから統計の信頼性批判の問題について言いうることは、統計の信頼性の批判を経ない統計
データ利用の実証研究は、いうまでもなく十分なものではありえないが、他方、統計の信頼性批判も実質の経済研
究を伴わずしてはこれまた完結しえないということである。
ここで統計の信頼性批判の観点からゑて、現代の資本主義諸国の農業統計体系に投げかけられている重い課題に
ふ
れ
て
お
こ
う
。
こ
の
課
題
へ
の
対
応
は
統
計
調
査
体
系
の
再
編
を
含
む
農
業
統
計
の
全
体
系
の
変
動
を
避
け
が
た
い
も
の
に
す
る
ほ
日本の農業統計では伝統的に農業生産主体の基本的単位として「農家」をとらえてきた。そして農家統計は世帯
をおさえることによって経営をとらえ、さらにその結果について、農家集団の主要な属性を分類標識とする農家分
類の方法を適用して農業生産構造を包括的に把握しようとしてきた。そして一九六○年頃までは、ほぼそれは可能
ふれておこう。〉
ど
の
も
の
で
あ
る
。
ろう。
で
あ
っ
た
と
ふ
て
よ
い
。
しかし、世帯を基礎としない農業経営体（たとえば共同経営、会社経営、集団営農組織など）が個々の農家と士地所
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要するに、農業構造の変化が世帯と経営の分離をおしすすめつつ進行するのにつれて、統計の基礎をなす「農家」
Ⅱ「世帯である農業事業体」の概念によっては、その変化が十分に反映されず、したがって現実の変化のもとで概
念
の
陳
腐
化
が
進
行
す
る
と
い
う
事
態
を
生
永
だ
し
て
き
た
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
こ
こ
で
の
検
討
課
題
の
中
心
は
次
の
点
に
あ
る
。
す
な
わ
ち
農
業
生
産
主
体
の
基
本
的
単
位
と
し
て
の
農
家
世
帯
Ⅱ
農
家
集
団
を
基
礎
と
す
る
伝
来
の
農
業
統
計
体
系
は
構
造
的
変
化
を
と
げ
つ
つ
あ
る
農
業
問
題
の
認
識
に
と
っ
て
い
か
な
る
矛
盾
を
は
ら
ゑ、拡大させているのか。そして、このような伝来の農業統計体系の社会的通用力の低下に対して、農業の再構成
ま
で
視
野
に
い
れ
て
、
い
か
に
し
て
そ
の
通
用
力
を
回
復
し
て
ゆ
く
の
か
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。（１） 
まさに農業統計の信頼性にかかわる検討課題が提起されているというべきである。
磯
辺
俊
彦
も
同
様
の
問
題
関
心
か
ら
次
の
よ
う
に
述
べ
て
農
家
統
計
体
系
の
再
検
討
を
要
請
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
「
日
本
農
業
の
構
造
が
、
こ
れ
ま
で
の
『
農
家
』
と
い
う
定
義
・
概
念
の
わ
く
内
に
止
ま
ら
な
い
で
、
そ
れ
か
ら
大
き
く
は
み
出
す
方
向
に
動
い
て
き
（２） 
ているので、農家統計をもって日本農業の構造を正しく全面的にとら陰えきれなくなってきている」と。
（注）世帯を基礎としない農業経営体が個戈の農家と土地所有および利用を相互に錯綜させて存在しているという現実の姿
の総体を統計によって映し出すための方向を示唆するものとして豊田尚のつぎの指摘が注目される。すなわち「農業統
計において、視点の異なるごとに別箇の社会集団が、相互に少しずつ異なりながら、かつ重なり合って、構想されなけ
有および利用を相互に入りくませたかたちで出現し、それらが漸次、農業生産のなかで一定のシェアを占めてくる
の
に
伴
っ
て
、
他
方
ま
た
、
「
農
家
」
世
帯
で
あ
り
な
が
ら
、
実
体
は
「
土
地
も
ち
労
働
者
」
に
等
し
い
世
帯
が
農
家
下
層
に
堆
積
の
幅
を
増
し
て
く
る
の
に
つ
れ
て
、
農
家
統
計
に
よ
る
だ
け
で
は
日
本
農
業
の
構
造
を
全
面
的
に
と
ら
え
き
れ
な
く
な
っ
て
き
た
の
で
あ
る。
（３） 
れぱならない」
109農業問題の方法と統計利用
統
計
デ
ー
タ
の
事
実
反
映
性
に
か
ん
す
る
も
う
一
つ
の
検
討
基
準
は
、
す
で
に
述
べ
た
よ
う
に
、
統
計
調
査
の
技
術
的
過
程
に
発
生
因をもつ統計の正確性の吟味の問題である。
こ
の
問
題
に
つ
い
て
も
、
ま
た
、
ざ
い
き
ん
の
ア
メ
リ
カ
農
業
セ
ン
サ
ス
が
好
例
を
提
供
し
て
い
る
。
アメリカの農業センサスは一九六九年以来、従来の対人面接調査の方式から郵送調査方式にきりかえられている
ア
メ
リ
カ
で
は
、
一
方
に
お
い
て
、
近
年
と
承
に
農
外
独
占
大
企
業
や
農
業
関
連
大
企
業
が
農
場
生
産
の
包
摂
・
統
合
・
支
配
を
お
し進めることによって、また他方において、農場世帯員の農外就業への転出と農場経営主の農場外居住の促進とに
よ
っ
て
、
家
族
農
場
の
実
体
の
形
骸
化
が
進
行
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
事
情
の
下
で
、
農
業
デ
ー
タ
体
系
の
基
礎
概
念
と
し
て
従
来
どおり家族農場を据えておくだけでは農業構造の変化を反映しえなくなっていることが広く指摘されている。
（４） 
家族農場という農業データ体系の概念的基礎がくずれつつある（８国・のご目“｝｛・目」畳・口・｛岳の、重の日』：日日匡旨、）
のに、新しい農業構造を映し出す新しい理論的基準をいまだに構築しえないでいるところにデータ体系の危機があ
（５） 
る（』四国⑫昌切〔の日⑪日の旨、のＨ】ｏｐｍｇの】、）と言われている。
こ
う
し
て
今
日
、
ア
メ
リ
カ
で
は
、
農
業
経
済
学
会
や
農
民
組
織
、
連
邦
統
計
機
関
や
統
計
利
用
者
の
間
に
お
い
て
伝
来
の
農
業
統
計体系について、とくに概念の信頼性（８口・呂冒鰯］旦曰昌一旨）の点に注目した統計批判がひろまっている。
す
な
わ
ち
、
現
実
が
変
化
し
て
し
ま
っ
た
の
に
統
計
の
基
礎
に
は
、
い
ぜ
ん
旧
い
現
実
を
反
映
し
た
理
論
的
概
念
が
据
え
ら
れ
た
ま
（６） 
主である（弓のゴ・同一』富：富□ぬの』目皀昏の８口・の官冨い□・庁）というのが統計の信頼性にかんする批判の主要な視点
と
な
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。
行していると言ってよい。
と
こ
ろ
で
農
業
構
造
の
変
化
と
統
計
の
対
応
と
い
う
点
か
ら
ふ
る
な
ら
ば
、
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
も
日
本
と
類
似
の
問
題
状
況
が
進
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第二にセンサス経費の節約の要請がつよいことである。
こ
の
た
め
七
八
年
農
業
セ
ン
サ
ス
に
よ
る
全
国
農
場
数
二
四
八
万
と
比
較
す
る
と
、
七
四
↓
七
八
年
に
お
い
て
農
場
数
が
増
大
し
て
あ
ら
わ
れ
る
こ
と
に
な
り
現
実
の
趨
勢
と
は
全
く
逆
行
す
る
も
の
と
な
っ
て
し
ま
っ
た
。
こ
の
よ
う
に
一
九
七
四
年
ア
メ
リ
カ
農
業
セ
ン
サ
ス
は
、
年
間
の
農
産
物
販
売
額
一
、
○
○
○
ド
ル
以
上
の
場
所
的
単
位
と
い
う
量
定
概
念
に
よ
っ
て
具
体
的
に
定
義
化
さ
れ
た
セ
ン
サ
ス
農
場
を
正
し
く
把
握
計
量
し
て
い
る
か
ど
う
か
と
い
う
統
計
の
正
確
性
の
点
に
か
ん
し
て
大
き
な
問
題
を
残
し
た
も
の
と
言
わ
ね
ば
な
ら
な
い
。
ところで内海庫一郎は統計の事実反映性の検討にかんする前記の二つの観点に加えて、さらに、統計の指標性の
解明という課題を提起している。そして、この課題をもって統計利用法の独立の研究段階とするべきことを主張す
そ
の
主
張
す
る
と
こ
ろ
を
要
約
し
て
ふ
れ
ば
、
お
よ
そ
つ
ぎ
の
と
お
り
で
あ
る
と
言
っ
て
よ
か
ろ
う
。
すなわち、統計は対象または過程の指標的表現である。したがって、問題にしている対象または過程の本質をあ
らわしている現象的諸側面のうち、所与の統計指標によって反映される側面の占める位置を明らかにすることが統
（８） 
ヲ○○ が、とくに一九七四年センサスでは郵送リストが小規模農場を十分にとらえていなかったことに加えて調査票の回
（７） 
収率にも問題があったため、全国農場数一一一一一一万という公表数字は一一％の過小推定であったとされている。
（注）対人面接調査方式から郵送調査方式への変更の主な理由はつぎのとおりであるという。第一に、近年の農業構造変化を
反映した農場居住と農業経営の乖離の拡大である。すなわち、農場に居住はしていても農業を経営しないものが増大し、
また一方、農業経営者の農場外居住が増大していることである。
このため調査員の農場訪問が調査上効率的ではなくなったこと、そのうえ、兼業化の進行によって面接じたいが困難に
な
っ
た
こ
と
で
あ
る
。
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計
の
利
用
に
あ
た
っ
て
果
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
研
究
課
題
を
な
す
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
すでに前に述べた統計の信頼性批判の観点は、別言すれば、所与の統計によって反映される現象が果して本質的
現象であるのか否かに関する批判、検討を課題としていると言いうるものであろうが、これに対して統計の指標性
の解明とは、さらに、その本質を反映する現象的諸側面のうちに占める当該の統計指標のあらわす側面の関連的位
置
を
明
確
に
す
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
と
言
っ
て
よ
い
で
あ
ろ
う
。
そうであるならば、大内力が日本の農民層分解にかんする事実の研究を行なうなかで統計利用について次のよう
に指摘しているのは、まさに統計の指標性の解明を要請しているものとふてよいであろう。
すなわち「農民層の分解をある指標によってとらえようとするぱあいには、一方では、資料のゆるすかぎり的確
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
 
な指標をえらぶ｝」とが必要であることはいうまでもないとしても、他方では、ある指標をえらんだばあい、それが
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
 
ど
の
よ
う
な
い
ゑ
で
農
民
層
分
解
の
い
か
な
る
面
を
あ
ら
わ
し
て
い
る
か
と
い
う
点
が
十
分
反
省
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。
さ
も
な
い
と
（９） 
さまざまの誤解が生ずることになりかねないのである」（傍点引用者）と。
農民層分解の形態ないし程度は多くの側面にかんする各種の指標によって把握しうる。
所与の統計は、それぞれ、その一つの側面を指標的に反映しているものである。
したがって、選ばれた指標が事実反映性においては問題がないとしてもそれらの反映する側面が農民層分解の法
則
性
の
多
面
的
な
あ
ら
わ
れ
の
う
ち
の
ど
の
よ
う
な
位
置
を
占
め
る
も
の
か
、
ま
た
、
そ
の
側
面
が
も
つ
全
体
の
な
か
で
の
意
味
は
ど
のようなものであるのか、これらが明らかにされるべきであるということである。この統計の指標性の解明はまた、
あ
と
で
述
べ
る
統
計
指
標
体
系
の
構
築
に
さ
い
し
て
も
、
そ
の
体
系
化
の
よ
る
べ
き
理
論
的
基
準
を
与
え
る
こ
と
に
な
る
。
農民層分解にかんする統計の指標性の解明の課題は、究極的には、高度独占支配下の現代日本の農民層分解にか
112 
ん
す
る
法
則
的
認
識
に
導
か
れ
る
の
で
な
け
れ
ば
解
決
しえないものである。
（
１
）
拙
稿
「
農
業
統
計
」
経
済
統
計
研
究
会
編
『
社
会
科
学
と
し
て
の
統
計
学
』
一
九
七
六
（
２
）
磯
辺
俊
彦
編
著
「
日
本
の
農
家
ｌ
農
業
統
計
の
現
代
的
課
題
」
農
林
統
計
協
会
一
九
七
九
、
は
し
が
き
（３）豊田問「農業統計における八農家Ｖの定義をめぐって」中央大学九十周年記念論文集一九七五、八、一五
（４）曰ゲの少少向缶○○日目鷺①の。ｐ同８口・日》Ｏの団牙盆○ｍ》《《○日○ず、。］の芹のＣ囚団の『、芹の日ｍｍｚのゴロ》円のＣ感。ｐ切目』ｏｂｂｏＨ日日‐
号、．》》崖ミミ・§『・ミ菖己＆』困昌ミニミミ回８ミミ言、箕□の。．］①己》己・のヨァメリヵ農業経済学会・経済統計委
員会「わが陳腐化したデータ体系》新しい方向と好機」『アメリカ農業経済学会誌』一九七二、一二。本報告は現行の農
業
デ
ー
タ
体
系
が
か
か
え
て
い
る
問
題
点
を
総
点
検
し
た
も
の
で
あ
っ
て
、
現
代
農
業
統
計
体
系
に
か
ん
す
る
大
胆
な
告
発
状
で
あ
る
と
の
評
上
来
述
べ
て
き
た
よ
う
な
統
計
デ
ー
タ
の
事
実
反
映
性
を
め
ぐ
る
諸
検
討
課
題
の
解
明
を
と
お
し
て
、
事
実
と
統
計
と
の
間
の
く
い
（
８
）
内
海
庫
一
郎
「
社
会
統
計
学
の
基
本
問
題
」
北
大
図
書
刊
行
会
一
九
七
五
、
一
一
三
六
頁
（９）大内力「日本における農民層の分解」東大出版会一九六九、一一一一一一頁
（６）因・目のロ》］日ロの切目・）鳶閂日官・ぐ旨、閂口帛・圓島・目。ロ少四宮旨拭の目」宛日働］巨更．』ミミ。§、。§蔑ミミ邑困葛。ミ（‐
量、具固８誼。ご鼠。的ビヨ》Ｃの。．こ「、．ｂ・『段。
（７）】①「の。①口い■の。閉少、風目］日吋の〉『。］・澤〉旧胃片口》しご己の口臼ＸＰｏｏＢｂ四目ｍ・ロ。｛皀三司閂ロ】○・口貝印豈『再昏乞『、句自白
（５） 
（６） 
四
統
計
デ
ー
タ
の
整
理
・
加
工
】①「の
○○口ロ蕨。
価をえている。
な
お
、
現
代
（
な
お
、
現
代
の
ア
メ
リ
カ
農
業
統
計
体
系
の
問
題
点
お
よ
び
統
計
体
系
再
編
の
方
向
に
つ
い
て
詳
し
い
考
察
を
与
え
た
も
の
と
し
て
拙
稿
「アメリカ農業の構造変化と統計体系再編の方向」『経済志林』第四九巻第二号一九八一年十月参照。
閂。（＆。、ご・ｍの②
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するのである。
統計データと諸他の非統計データとの結合的利用については、もちろん、創意にとんだ多くのやり方が考えられ
よう。たとえば、統計と歴史年表との結合の方法などはひろく行われているものの一つである。これは統計指標が
あらわす量的時系列変化と歴史年表による質的規定（たとえば日本資本主義と農業・農政の過程と劃期の規定）とを結合
ある。
ちがいの質と量を評価し、統計の利用限界をふまえたうえで、われわれは新しい理論的概念、命題の事実（統計）
デ
ー
タ
に
よ
る
検
証
の
段
階
に
す
す
む
こ
と
に
な
る
。
これは現実の具体的経済過程の特定側面の事実を概念の連関体系として理論的に再構成した命題と、これに対応
するべき当の事実の量的特徴を反映する指標体系（またはそれによって示される規則性）との対置をとおして理論的命
題と事実データとのあいだの矛盾の有無を確めることである。
この過程は言うまでもなく、実質的経済研究における統計利用過程そのものにほかならないが、この統計利用過
程に向けて、統計データは非統計データ（種戈の歴史資料、実態調査資料、記録資料）を含む必要な諸他の事実データ
と結合され、現実の具体的経済過程の本質的側面・現象を指標体系によって反映しうるよう整理加工される必要が
（注）１経済統計研究会関東支部月例研究会（一九八○・四・一二）での内海報告（蜷川統計理論の意義）の配布資料は統計利
用の諸段階の一つとして統計と年表との結合をあげている。
２統計指標と歴史年表との結合によって現実の具体的過程をヴィヴィドに描出する手法はかつて山田盛太郎などがよく用
いたところ〔たとえば山田「戦後再生産構造の段階と農業形態’百十日Ⅱロ。および蓄積のｍ・盲目四の崩壊と再編」（経
済企画庁経済研究所一九六四）での「戦後段階を規定する対抗的諸要因」の図表参照〕であるが、さいきんでは統計指
標研究会「統計日本経済分析上下」（新日本出版社一九七七）がグラフ化した統計指標と年表との結合の方法を豊富に
とりいれている。
1１４ 
統計データの整理加工の過程において、まずかなめの位置をしめるとしてよいのが、統計分類法の一連の諸操作
で
あ
る
。
そ
れ
は
基
本
的
分
類
標
識
に
よ
る
統
計
の
グ
ル
ー
プ
分
け
、
分
類
標
識
の
結
合
に
よ
る
統
計
の
組
合
せ
グ
ル
ー
プ
分
け
、
さ
ら
に
、
分
類
標
識
と
統
計
指
標
体
系
と
の
結
合
と
い
う
諸
手
続
か
ら
な
る
。
統計のグループ分けでは、対象の本質的側面をあらわす標識がグループ分けの標識として選定されること、各種
のグループ分け標識を組合せて対象の本質的諸側面相互間の関連を示すこと、そしてさらに分類標識と統計指標体
系とを結合することによって各グループを特徴づけることなどが主要な眼目をなすのである。
（１） 
とくに農業生産構造とその変化の方向を把握する上で農家分類別統計の利用はかかせないものである。
次の表は『農家経済調査』（一九六三年度）の農家個別結果表を組替えて、経営耕地面積と農業投下資本額の一一つ
の標識によって組合せグループ分けを行ない、各グループの「利回り」指標を示したものである。（第１表）
当
時
（
一
九
六
三
）
は
農
業
基
本
法
制
定
直
後
で
あ
り
、
生
産
費
・
所
得
補
償
方
式
に
よ
る
算
定
米
価
の
連
年
の
引
上
げ
に
よ
っ
て
農家経済は相対的に安定的に推移していた時期であった。しかし第１表によれば⑪資本投下を拡大することによっ
て利回り率の上昇が承られるのは経営耕地規模一一・五ヘクタール以上の層においてであること。②二・五へクター
ル以上層においても利回り率の上昇が承られるのは一定限度の投資規模までであること、が示された。
高度独占支配下の零細所有・耕作のもとでは投資拡大の方法による経営規模拡大といってもそこにはいかにきび
（２） 
し
い
限
界
が
ひ
か
れ
て
い
る
も
の
か
と
い
う
点
が
す
で
に
明
瞭
で
あ
っ
た
。
以
上
に
承
て
き
た
と
こ
ろ
か
ら
も
明
ら
か
で
あ
る
よ
う
に
、
統
計
の
グ
ル
ー
プ
分
け
で
は
、
分
類
標
識
の
選
択
に
せ
よ
、
分
類
標
識
相
互
の
組
合
せ
に
せ
よ
、
ま
た
、
分
類
標
識
と
統
計
指
標
体
系
と
の
結
合
に
せ
よ
、
い
ず
れ
に
つ
い
て
も
、
そ
の
理
論
的
基
準
は
す
で
に
統
計
調
査
の
理
論
的
過
程
に
お
い
て
対
象
の
特
質
と
構
造
に
か
ん
す
る
理
論
的
認
識
に
も
と
づ
い
て
与
え
ら
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
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第１表農業投下資本の拡大と利回り（東北区．1963）
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－=■－－－｣－－口■■■~－－－－－－－－~￣■￣－－-二一￣￣￣￣－－－－￣－－■■￣－－－－￣￣￣－－￣
経営耕地面積｜農業投下資本規模’1戸当り農業純収益｜利回り
５０万円未満
５０～７０ 
７０～１００ 
１００～150 
150万円以上
平均
214千円
198 
213 
210 
208 
6.296 
5.4 
5.4 
亜１Ｍヘクタール
州似一Ｍ
209 
５０万円未満
５０～７０ 
７０～１００ 
１００～150 
150万円以上
289 ８
４
８
５
３
 
●
●
●
●
●
 
６
６
５
５
５
 
ｍｌ川ヘクタール
288 
277 
286 
308 」
１
１
１
口
平均 287 Ⅲ一ＭＭＭ肌肌
１
１
１
１
 
５０万円未満
５０～７０ 
７０～１００ 
１００～150 
150万円以上
274 肌１Ｍヘクタール
359 
461 
366 
342 
均平 377 6.6 
70万円未満 420 ３
４
０
３
７
 
●
●
●
●
●
 
６
６
７
６
４
 
川へクタール以上
７０～１００ 443 
100～１５０ 500 
150～２００ 530 
200万円以上 455 
平 均 474 6.3 
『農家経済調査』個別結果表の組替えと加工計算による。
①農業純収益＝農業粗収入一物財費一労賃。
②労賃は農業投下労働日数に同年，同地区の農家経済物財統計の支払労賃
単価を乗じて算出。
③利回り＝農業純収益／農業投下資本十労賃十土地価額。
④農業投下資本＝農業固定資本十農業流動資本。
⑤土地価額は耕地面積に不動産研究所による同年，同地区の田畑価格を乗
じて算出。
１
２
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そこで、これらの統計データを本来の社会科学の研究目的に応じて再構成し、所要の本質的側面を明るみに出す
操
作
が
必
要
と
な
る
。
こ
れ
が
既
存
統
計
の
「
組
替
」
の
問
題
で
あ
る
。
既存統計の組替の問題は、すでにレーニンが統計利用のなかで「模様がえ」Ｓ眉・園三田の富の）または「再分類」
（ロのロの『二目壱・国園）などと呼んでくりかえしその社会認識上の決定的重要性を指摘し、また、自らも広範に試みて
ないものである。統計分類の問題は統計の整理過程での技術的操作の範囲にとどまるものではない。
そ
し
て
こ
の
よ
う
な
統
計
指
標
体
系
に
よ
っ
て
表
現
さ
れ
る
諸
現
象
は
相
互
に
い
り
く
ん
で
お
り
、
関
連
を
も
ち
つ
つ
時
間
的
に
変
化発展するものであるから、これを反映するためには統計指標体系の時系列が作成されねばならないのである。
ところで前表は『農家経済調査』の個別結果表を組替集計して再構成したものであった。一般にわれわれが利用
しうる統計データの大部分は統計調査の実施主体たる国家の政治的・行政的活動の一環として行われる情報収集活
動の結果としてえられるものであって、それらは政治．行政上の利用目的に応じて既に分類集計されたかたちで与
資
本
主
義
の
農
業
・
農
民
問
題
の
実
証
的
研
究
と
い
う
点
か
ら
み
る
な
ら
ば
「
資
本
主
義
が
農
業
に
浸
透
す
る
形
態
に
応
じ
て
模
様
（３） 
が鱈え」すなわち、統計材料の分類のやり方を変えねばならないというレーニンの指摘は、統計の「組替」の基準は
客観的実在の法則性に対応するものでなければならないということを意味するものであって「組替」問題の本質を
（４） 
つ
い
て
い
る
。
統
計
の
「
組
替
」
を
既
存
統
計
の
事
実
反
映
性
の
検
討
に
つ
づ
く
独
立
の
研
究
段
階
と
し
て
位
置
づ
け
る
べ
し
と
い
う
（５） 
内海の指摘は、この問題のもつ経済研究上の重要性を明示するものであって妥当なものと一一一戸ってよい。
と
こ
ろ
で
、
す
で
に
ゑ
て
き
た
各
種
の
操
作
に
よ
っ
て
事
実
ま
た
は
過
程
の
本
質
的
側
面
を
明
る
み
に
出
ず
よ
う
に
整
理
加
工
さ
れ
えられる。
いる手法である。
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第２表経営耕地規模別にふた農家家族員１人あたり家計費の推移(都府県）
家族員１人あたり家計費（千円）
1980 1974 1967 
0.5ｈａ未満
0.5～1.0 ３
８
８
 
…零ｍ経営耕地規模別 1.0～１．５ 1.5～2.0 、】【Ⅲ】■【
【
、
】
■
【
Ⅱ
ｕ
2.0～２．５ 
2.5～３．０ 
3.Ｏｈａ以上
注）三つの年次は資本蓄積と基本法農政展開の以下の三つの劃期の到達（又は最
近）年次にそれぞれ対応するものである。
すなわち，第１期（1961～67）：第１次高度成長から調整期を経て第Ⅱ次高度
成長に至る時期。６１年に農業基本法成立。
第Ⅱ期（1968～74）：第Ⅱ次高度成長の時期。６８年に総合農政開
始。
第Ⅲ期（1975～）：長期不況期。７５年に農業振興地域の整備に関
する法律改正（農用地利用増進事業創設）
る
統
計
デ
ー
タ
は
、
結
局
、
統
計
的
規
則
性
の
導
出
に
ま
で至ることによって事実の法則的認識との対応形
態
に
整
序
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
と
言
っ
て
よ
い
。
統計的規則性の導出とは現実の具体的経済過程
が
も
つ
特
定
の
量
的
側
面
の
特
徴
を
統
計
の
整
理
加
工
の
手続によって一定の規則性（その発現は一般に大数
法
則
の
作
用
を
根
拠
と
し
な
ど
に
お
い
て
反
映
さ
せ
る
操
作であって、現実の過程にかんする法則的認識に
到
達
す
る
た
め
の
材
料
を
提
供
す
る
も
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
現
象
の
規
則
性
が
統
計
の
整
理
に
よ
っ
て
導
出
さ
れ
た
か
ら
と
い
っ
て
た
だ
ち
に
本
質
的
法
則
性
が
表
現
さ
れ
て
い
る
と
み
る
わ
け
に
は
ゆ
か
な
い
。
つ
ま
り
「経験的規則を立てることは、多くのぱあい、法
（６） 
則的認識の一別段階」というべきものである。
い
ま
再
び
『
農
家
経
済
調
査
』
の
結
果
に
よ
っ
て
、
農
家の経営耕地規模別に家族員一人あたり家計費を
算
出
し
て
、
こ
れ
を
農
業
基
本
法
展
開
の
二
○
年
の
期
間
の
う
ち
の
各
画
期
に
対
応
す
る
三
つ
の
年
次
に
つ
い
て
整
118 
ある。農家の自家労働評価の確立とともに都市勤労者生活水準への均衡化の動きが、生活様式の変化を伴ないながら、
社会的強制力をもって農家の家計支出を引上げてくる。これに対して農業所得増をもって対応しうる農民層は、ま
す
ま
す
少
数
化
し
つ
つ
上
層
部
位
に
幅
を
狭
め
て
ゆ
く
Ｐ
ｗ
他
方
、
兼
業
（
プ
巳
化
に
よ
っ
て
対
応
せ
ざ
る
を
え
な
い
層
が
中
・
上
位
層
に
急
速
に
幅
を
ひ
ろ
げ
て
ゆ
く
の
で
あ
る
。
そ
し
て、兼業化、家族多就業化の進行がまた家計費を髄しあげる新しい要因をつくり出すのである。
こうして問題の現象の規則性は、小生産的農家経営の存立条件の狭陰化、したがって分解基軸のより上層部位へ
理してふると第２表に示すとおりである。
こ
れ
に
よ
る
と
、
家
族
員
一
人
あ
た
り
家
計
費
が
最
低
を
示
す
階
層
は
一
九
六
七
年
一
・
五
’
二
・
○
ヘ
ク
タ
ー
ル
、
一
九
七
四
年
二・○’一一・五へクタール、’九八○年一一ｐ五１一一一・○ヘクタールとなる。
ここには一人あたり家計費が最低を示す階層の段階的上昇という規則性が明瞭にあらわれている。
しかしこのような、統計の示す規則性が実質社会科学の法則認識と結びついたものであることを言うためには、
問題の現象にみられる規則性が独占資本主義下の農民層分解のメカーーズムの作用にもとづく必然的な結果であるこ
と
が
説
明
さ
れ
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
こ
れ
が
で
き
な
け
れ
ば
規
則
性
か
ら
法
則
性
へ
通
じ
る
道
は
な
い
の
で
あ
る
。
ま
ず
、
問
題
の
現
象
が
農
家
の
賃
労
働
兼
業
化
の
中
・
上
層
部
位
へ
の
段
階
的
拡
大
の
動
き
と
併
進
し
て
あ
ら
わ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
る
こ
と
に
注
意
す
る
必
要
が
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
こ
の
問
題
の
現
象
の
規
則
性
は
、
基
本
法
農
政
下
の
二
○
年
に
わ
た
っ
て
高
度
独
占資本の蓄積メヵーーズムのもとに段階的にとりこまれてきた小生産的農家経営の存立基盤の急速なとりくずしと、
そ
の
跡
を
追
っ
て
進
行
す
る
兼
業
プ
ロ
レ
タ
リ
ア
化
の
零
細
下
層
か
ら
中
・
上
位
層
へ
の
拡
大
の
動
き
に
伴
っ
て
生
起
し
て
い
る
の
で
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押しあげという独占資本の蓄積メヵーーズムに規制された農民層分解の法則的作用と結びついて生じているとふるこ
統計的規則性は、こうして社会科学の法則的認識過程に組承いれられたと言ってよい。
統計的規則性はさらに、必要に応じて一定の数理的形式によって一般化された誘導統計値の形であらわされる。た
とえば、二つ以上の統計系列によって表わされる現象間の平均的な量的対応関係の程度をあらわす相関係数あるい
は、現実の現象・過程が時間的にとる曲折を反映した時系列からとり出されるトレンドなど、いずれも社会現象の
経験的規則性を数理的方法によって概括した誘導統計値である。しかし、このような数理的手続を加えることが一
体、現実の事態にとっていかなる意義をもつものであるのかという点についてつねに考慮されていなければならな
い。この点を願りゑずに作成される加工誘導統計値は現実の経済現象の研究過程においていかなる位置を占めいか
なる役割をはたすものであるかという点において不分明なものとなるのである。
いずれにせよ計算的加工によって誘導される統計値もまた社会科学的法則認識に到達するための一材料にほかな
とがで髪」る。
ところですでに述べてきたような統計的規則性の導出にまで至る一連の統計の整理・加工の諸操作は、それぞれ
独自の形式的・技術的操作の規定をもっているものである。しかし経済研究の進行の過程のなかで、これらの諸操
作に対して、占めべぎ位置と向うべき方向と理論的基準を与えるものは当該の対象および過程の本質と特殊性にか
んする経済理論的認識であるという点にはくりかえし注意することが必要である。この点については、レーニンの
つぎの指摘がつねに想起されるべきであろう。
すなわち「機械制大工業の発展にかんする問題を工場統計だけに帰着させるのはおかしなことである。この問題
（７） 
（Ｄない。
120 
区
統
計
の
問
題
で
あ
る
ば
か
り
で
は
な
く
、
あ
る
国
の
工
業
に
お
け
る
資
本
主
義
の
発
展
が
経
過
す
る
も
ろ
も
ろ
の
形
態
と
段
階
に
か
ん
す
る
問
題
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
形
態
の
本
質
や
そ
れ
ら
の
形
態
の
特
徴
的
な
特
殊
性
が
あ
き
ら
か
仁
さ
れ
て
は
じ
め
て
、
適
当
に
（８） 
加工された統計資料によってあれこれの形態の発展を説明することが、意味をもつのである」。
（１）日本の農家統計のグループ分けについては拙稿「農業統計におけるグループ分けの発展」（『経済志林』第一一一七巻第三
号、一九六九年一月）および同じく拙稿「農家分類と統計利用」『地域農業とセンサス』農林統計協会一九七五所収など
統計の各種の整理加工操作および非統計データとの結合などの諸手法を駆使して事実にかんする所要の本質的側
（
３
）
レ
ー
ニ
ン
「
農
業
に
お
け
る
資
本
主
義
の
発
展
法
則
に
つ
い
て
の
新
資
料
」
『
全
集
』
第
二
一
一
巻
、
大
月
版
二
頁
（４）国勢調査によって与えられる従業上の地位・職業分類組承合せ表を使用して「組替」を行ない近似的な階級構成表を作
成する理論的基準は大橋隆憲により定式化された。（大橋隆憲「社会階級構成表の意義と限界」京都大学経済学部創立四
○
周
年
記
念
経
済
学
論
集
、
一
九
五
九
（５）内海「社会統計学の基本問題」三一一四頁
（６）Ａ・コージング責任編集「マルクス主義哲学上巻」藤野渉訳、大月書店一九六九、四三一一頁
（７）社会経済研究における相関法および時系列解析法の意義については岩井浩「相関と回帰の統計理論Ｉ相関・回帰分析法
の方法論史的考察」（高崎・長屋編『統計的方法の生成と展開』経済学と数理統計学Ｉ、産業統計研究社一九八二）、近昭
夫「時系列解析」（内海他編『統計学』改訂版、有斐閣、一九七六）参照。
（
８
）
レ
ー
ー
ニ
「
ロ
シ
ア
に
お
け
る
資
本
主
義
の
発
展
」
『
全
集
』
第
三
巻
、
大
月
版
四
七
四
頁
（２）拙稿「農民層分解の全国的・統計的考察」井野・暉峻・重富編著『戦後日本の農業と農民』新評論一九六八、九六’九
五
理
論
と
事
実
デ
ー
タ
と
の
対
置
九
頁 号、
三
を参照。
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面
、
現
象
を
反
映
す
る
よ
う
な
デ
ー
タ
が
作
り
出
さ
れ
た
な
ら
ば
、
一
方
、
す
で
に
仮
説
と
し
て
構
成
さ
れ
て
い
る
新
し
い
理
論
的
概
念、命題との対置にすすむことになる。
そしてこの、現実の具体的過程を理論的に再構成した特定命題がこれと対応する歴史的現実の本質的側面を反映
するよう作り出されたデータの示すところを十分に説明しうるならば、それによって同時に、理論的命題（仮説）
は
そ
の
正
し
さ
を
事
実
デ
ー
タ
に
よ
っ
て
証
明
さ
れ
た
こ
と
に
な
る
。
こ
う
し
て
現
実
の
具
体
的
経
済
過
程
を
把
握
し
う
る
理
論
的
基
準が確定されるのである。
そ
こ
で
、
以
下
に
、
わ
が
国
の
現
局
面
の
農
民
層
分
解
の
法
則
性
に
か
ん
し
て
立
て
ら
れ
て
い
る
新
命
題
を
と
り
あ
げ
て
事
実
デ
ー
タとの対置を試よることにしよう。
こ
の
新
命
題
は
、
現
局
面
の
農
民
層
分
解
を
、
借
地
型
上
層
農
と
土
地
も
ち
労
働
者
の
二
階
級
構
成
へ
帰
着
す
る
も
の
と
し
て
と
ら
え、この借地型上層農の形成によって日本農業生産力の担い手が形成されるとするものである。
（注）この新理論はざいきんの次の論著を中心に展開されている。
○
梶
井
功
編
著
二
九
七
五
年
農
業
セ
ン
サ
ス
分
析
叩
日
本
農
業
の
構
造
」
農
林
統
計
協
会
一
九
七
六
○
伊
藤
喜
雄
「
現
代
日
本
農
民
分
解
の
研
究
」
御
茶
の
水
書
房
一
九
七
二
○
ｌ
「
現
代
借
地
制
農
業
の
形
成
」
御
茶
の
水
書
房
一
九
七
九
○今村奈良臣「農地貸借の進展と農家分類」磯辺編著『日本の農家』農林統計協会、一九七九
す
で
に
「
土
地
も
ち
労
働
者
」
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
を
農
民
階
級
区
分
上
の
新
し
い
範
嬬
規
定
と
し
て
立
て
る
主
張
の
問
題
点
に
つ
い
て
は
前
に
も
ふ
れ
た
。
さ
ら
に
こ
の
「
土
地
も
ち
労
働
者
」
と
「
借
地
型
上
層
農
」
と
い
う
二
階
級
構
成
に
帰
着
す
る
と
さ
れ
る
農
民
層
分解の法則性を規定する主要な要件は何か。それは次の諸条件であるとされている。
①機械化の進展を基礎におく階層間の生産力格差の拡大による上層農の「地代負担力」の増大②安定的非農業
122 
就業がもたらす自家農業収入の家計への寄与率の低下による下層兼業農家の農業生産からの離脱条件の形成③地
価高騰による農地の資産価値の増大。
以上の諸要因に主として規定されて、農民層分解は、必然的に、生産力発展の担い手としての借地型上層農と、
これに対する農地供給者としての土地もち労働者という二極化傾向をとるというのである。
このような新命題は特定の農業地帯の細密な実態調査をもとに一般化されたものであって、いわば事実のなかに
諸関連を発見しているものだけに現実に進行している事態の一面をとらえているものであることはたしかであろう。
し
か
し
こ
の
よ
う
な
傾
向
が
ど
の
て
い
ど
ま
で
現
局
面
の
農
民
層
分
解
の
法
則
性
の
表
現
と
し
て
一
般
化
さ
れ
う
る
も
の
か
、
そ
れ
は
不
当
に
誇
張
さ
れ
た
法
則
化
で
は
な
い
の
か
と
い
う
疑
問
の
存
す
る
こ
と
も
確
か
で
あ
る
。
ま
た
、
独
占
の
蓄
積
基
盤
を
保
障
す
る
枠
組
の
存
続
強
化
を
前
提
と
し
た
う
え
で
の
農
業
再
編
の
方
向
に
沿
っ
て
あ
ら
わ
れ
る
一
部
上
層
農
に
日
本
農
業
生
産
力
の
真
の
担
い
手
形
成
を
ふ
る
わ
け
に
は
ゆ
か
な
い
と
い
う
批
判
も
当
然
成
り
立
つ
で
あ
ろ
う
。
こ
れ
ら
の
点
を
さ
ら
に
は
っ
き
り
さ
せ
る
た
め
、
お
そ
ら
く
こ
の
命
題
の
ポ
イ
ン
ト
を
な
す
と
思
わ
れ
る
基
本
的
側
面
に
的
を
し
ぼ
って事実データとの対置を試糸ることにしよう。
し
た
が
っ
て
事
実
デ
ー
タ
は
当
の
命
題
の
ポ
イ
ン
ト
を
な
す
本
質
的
側
面
、
現
象
を
反
映
す
る
よ
う
創
り
出
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。
そ
こ
で
、
基
本
法
農
政
下
二
○
年
に
わ
た
る
農
民
階
層
間
の
生
産
力
Ⅱ
収
益
性
格
差
の
推
移
を
示
す
指
標
と
し
て
、
『
農
家
経
済
調
査』による「東北地区」の最上層（三・○ヘクタール以上）の一○アールあたり農業「剰余」と最下層（○・五ヘクタ
ー
ル
未
満
）
の
一
○
ア
ー
ル
あ
た
り
「
農
業
純
生
産
額
」
の
あ
し
ど
り
を
対
比
し
、
こ
れ
に
日
本
資
本
主
義
と
農
業
・
農
政
の
過
程
・
劃期を示す年表を結合して第１図に示してふよう。
両
指
標
の
対
比
は
、
た
ん
に
農
民
階
層
間
の
生
産
力
Ⅱ
収
益
性
格
差
の
推
移
を
示
す
と
い
う
だ
け
で
は
な
く
、
と
く
に
借
地
型
上
層
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第１図最上位層の剰余と最下位層の農業純生産額の対比（東北地区）
および製造業常用労働者賃金と農業臨時届賃金の対比
0 '＠ 
)０ １ 菜流
冒０
員
雇
フ
「１
Ｊ 
8０ 62年 7５ 6８ 7０ 6５ 
冷
害
に
よ
り
減
収
。
農
用
地
利
用
墹
進
事
業
開
始
農
振
法
改
正
インフレ高進により生産者米価大巾引上げ
石
油
シ
ョ
ッ
ク
「日本列島改造論」発表。農地価格の上昇加速化
ドル・ショック。冷害により減収。農村地域工業導入促進法制定
水稲減反政策開始。農地法改正
生
産
者
米
価
据
置
総
合
農
政
は
じ
ま
る
米生産一、四四五万トン。米「過剰」問題あらわれる
冷害により減収。農用地利用増進法成立
生
産
者
米
価
据
慨
第二次減反（水田利用再編対策）開始
一○アールあたり収埜史上最高（四九九蛇）
農
業
基
本
法
成
立
六○年産米から生産費・所得補償方式により米価算定
注：農業純生産額＝農業粗収入一物財費
剰余＝農業純生産額一労賃
労賃＝農業投下労働日数×農業臨時届賃金
農業臨時属賃金は各年次『農家経済調査報告』による東北地区の全農家平
均の農業臨時雇支出額をその雇用日数で除して１日当り賃金を算出。
製造業常用労働者賃金は労働省『毎月勤労統計調査」による５人以上事業
所の全国１日当り賃金。対比された農業臨時雇賃金は上記，東北地区のも
の。
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す
な
わ
ち
、
両
指
標
の
差
の
縮
小
が
す
ず
承
、
さ
ら
に
、
最
上
層
の
「
剰
余
」
が
最
下
層
の
農
業
純
生
産
額
を
超
え
て
く
る
な
ら
ば
、
そ
れ
は
、
最
下
層
の
農
業
所
得
相
当
額
を
最
上
層
が
地
代
と
し
て
支
払
い
う
る
よ
う
に
な
る
こ
と
を
示
す
も
の
で
あ
る
か
ら
、
す
で
に
さきに指摘されたような諸条件の下では下層における農地耕作の無用化、したがって下層の農業離脱Ⅱ農地供給層
へ
の
転
化
と
一
方
、
上
層
に
お
け
る
借
地
に
よ
る
経
営
拡
大
と
い
う
内
的
関
連
が
現
実
化
し
て
く
る
条
件
が
成
熟
す
る
こ
と
を
意
味
す
る
も
の
と
判
断
す
る
の
で
あ
る
。
第
１
図
に
示
さ
れ
て
い
る
と
お
り
、
基
本
法
農
政
第
１
期
（
六
一
’
六
七
年
）
の
動
き
で
は
最
上
層
の
「
剰
余
」
は
最
下
層
の
「
農
業
純
生
産
額
」
に
対
し
て
逐
年
幅
を
せ
ば
め
て
い
る
。
こ
れ
は
主
と
し
て
六
○
年
産
よ
り
米
価
が
生
産
費
・
所
得
補
償
方
式
に
よ
っ
て
算
定
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
生
産
者
米
価
の
連
年
の
引
上
げ
が
実
現
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
と
ゑ
て
よ
い
。
こうして米生産が一、四○○万トン水準を達成する六七’六八年には、最上層の「剰余」は最下層の「農業純生
産
額
」
の
ほ
ぼ
七
割
の
水
準
に
ま
で
達
す
る
。
と
こ
ろ
が
こ
れ
に
つ
づ
く
基
本
法
農
政
第
Ⅱ
期
（
六
八
’
七
四
年
）
に
は
い
る
と
、
米
価
据置と減反措置の影響を直接にうけて「剰余」の追い上げは明らかに低迷したまま推移し、冷害による減収の影響
もあった七一年には再び五四％にまで低下をふている。
と
こ
ろ
が
イ
ン
フ
レ
高
進
の
な
か
で
の
物
価
騰
貴
の
後
追
い
と
し
て
生
産
者
米
価
の
引
上
げ
が
継
続
し
て
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
る
七
三
年
以
降
に
は
、
最
下
層
の
「
農
業
純
生
産
額
」
に
対
す
る
最
上
層
の
「
剰
余
」
の
幅
は
再
び
縮
小
を
ふ
せ
は
じ
め
る
。
あ
る
と
言
っ
て
よ
い
。
農
の
展
開
に
よ
っ
て
日
本
農
業
の
主
力
的
担
い
手
が
形
成
さ
れ
る
と
す
る
立
場
か
ら
は
、
最
下
層
の
農
業
純
生
産
額
（
ｖ
＋
Ｍ
）
に
相
当
す
る
分
を
最
上
層
が
地
代
、
）
と
し
て
負
担
し
う
る
か
否
か
を
示
す
も
の
と
し
て
、
ま
さ
に
問
題
の
ポ
イ
ン
ト
を
な
す
と
こ
ろ
で
１２５農業問題の方法と統計利用
(a)表農家経済調査の対象農家とセンサ
ス農家との専・兼別戸数構成の比
較（全国）
そして基本法農政第Ⅲ期（七五年以降）にはいると「剰余」の追い上げは冷害の影響などで低下をふる年はあっ
ても概して高い水準で推移し、生産調整と米価据置にもかかわらず七八年にはほぼ一○○％の線に達する。
これは最下層の「農業純生産額」相当分を最上層が「地代」として負担しうる潜在力をもつほどに上・下階層間
の
生
産
力
格
差
が
拡
大
し
て
き
た
こ
と
を
示
し
て
い
る
とゑてよいであろう。
（注）ここでは最下層の「農業純生産額」（Ｖ＋Ｍ）と最上層の「剰余」（Ｍ）との対比を『農家経済調査』によって行ってい
る。したがって同『調査』の対象農家の分布が零細兼業層において職員勤務世帯に偏っていることによるデータの事実反
映上の歪永に留意することが必要であろう。
いま、③表に『農家経済調査』の対象農家の専・兼業別配分とセンサス農家の専・兼業別構成とを対比して承ると、と
くに第二種兼農家において、『農家経済調査』では、職員・恒常的賃労働という農外所得の高い「安定」的勤務者に偏っ
－．｜鑿讓豐雲
総農家数'1000100.0
1..ｉｉｉ護
憲総扇■：卵}１Ｍ
騨翻l量l}川}４Ｍ
ている。
注）『農家経済調査』の対象農家が｢専業」
に高いのはその定義によるところが大
きい。すなわち，農経調もセンサスも
兼業従事者の有無により専兼の判定を
行う点は同じであるが，前者では，兼
業従事者について，年間の労働日数を
基準にして兼業により多く従事するも
のとしている。したがって，センサス
よりも専業の幅を広くとっていること
になる。
さらに⑥表にふるとおり職員勤務兼業世
帯は他の兼業形態の世帯とくらべて、農外
所得は格段に高く安定的であり家計費水準
も
は
る
か
に
高
い
。
し
た
が
っ
て
農
業
所
得
の
水
準
は
も
っ
と
も
低
く
農
業
依
存
度
も
も
っ
と
も
小
さい。したがって前掲グラフに表示されている
最下層の「農業純生産額」は『調査』結果
の示すところよりも実際には一そう大きい
と
言
わ
ね
ば
な
ら
な
い
。
と
す
る
な
ら
ば
最
下
層
の
「
農
業
純
生
産
額
」
に
対
す
る
最
上
位
層
の
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(b)表第２種兼業農家の兼業種類別の農家経済指標（全国１戸当り・1979）
世帯員１人農業所得に
鬘たり家計よる家計費充足率農業所得農家所得農業所得 農外所得
自営兼業
季節出かせぎ
臨時的賃労働
恒常的賃労働
職員勤務
558千円 3,617千円 13.4％ 811千円 16.0％ 
872 1.298 40.2 716 30.2 
628 2．１４５ 22.6 713 22.5 
576 3,731 13.4 797 15.9 
470 5.089 8.5 935 11.0 
注）農林水産省「農家の形態別にふた農家経済」（1979）より作成。
「剰余」の差幅はもっと大きいことになり、最下層の「農業純生産額」に相当す
る最上層の「地代」負担分はさらに大きなものとなるはずである。
しかし、ここから直ちに、借地型上層農の安定的拡大の展望を立てるわけに
はゆかない。というのは、なによりも第一に、すでにゑてきた最上層の「剰余」
は農業投下労働を製造業常用労働者賃金（五人以上事業所平均）の舷の低水準に
ある農業臨時雇賃金によって評価したうえでのものだからである。
し
た
が
っ
て
、
こ
の
「
剰
余
」
の
形
成
を
も
っ
て
潜
在
的
な
「
地
代
」
負
担
能
力
を
あ
ら
わすものと糸なすにしても、それは社会的標準賃金と農業臨時一届賃金との差額
分
を
す
で
に
そ
の
う
ち
に
含
ん
で
い
る
も
の
な
の
で
あ
る
。
上
層
の
「
地
代
」
負
担
能
力
は
自
身
に
支
払
う
労
賃
を
社
会
的
標
準
賃
金
の
舷
に
圧
縮
し
た
う
え
で
の
「
蹴
出
し
分
」
に
よ
っ
て
さ
さ
え
ら
れ
て
い
る
。
た
と
え
ば
、
米
生
産
が
一
、
四
○
○
万
ト
ン
水
準
を
達
成
し
て
上
層
の
「
剰
余
」
が
下
層
の
「
農
業
純
生
産
額
」
に
対
し
て
ほ
ぼ
七
割
の
線
に
ま
で
追
い
上
げ
た
六
七
年
に
つ
い
て
象
れぱ、製造業常用労働者（五人以上事業所平均）一日当り賃金「八七六円に対
し
て
「
剰
余
」
形
成
の
基
礎
に
お
か
れ
た
農
業
臨
時
雇
賃
金
は
一
日
当
り
九
五
三
円
で
前
者
の約半分にすぎなかった。
ところで製造業常用労働者一日当り賃金に対する農業臨時一屋賃金のそれは
第
１
図
に
描
か
れ
た
よ
う
な
推
移
を
辿
っ
て
い
る
。
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たとえば、最上層の「剰余」が最下層の「農業純生産額」とほぼ等しい大きさに達したとふられる七八年につい
て言えば（製造業常用労働者賃金九、一九一円に対して農業臨時雇賃金は一一一、四一二円で、前者の三七％にすぎな
い。こ
の
よ
う
な
す
さ
ま
じ
い
格
差
賃
金
を
土
台
に
し
て
最
上
層
の
手
元
に
生
糸
出
さ
れ
る
「
剰
余
」
は
、
も
ち
ろ
ん
、
正
常
な
も
の
と
は到底言えないであろう。
基本法農政下の二○年をとおして最上位一一一・○ヘクタール以上層において工業平均賃金基準での自家労賃の回収
が確保されたのは、めぐまれたほんの数カ年の間（生産費・所得補償方式による算定米価の連年の引上げと六七年米大豊
作をピークとする六四’六八の五ヶ年間）にすぎない。
このときでさえ農業生産による社会的標準賃金の確保はぎりぎり可能であったにすぎず、それをこえる「地代」
（１） 
負担余力などあり』えようもなかったのである。
このように圧下された賃金を屯とにして生糸出される「剰余」が充当されるべきものとされる「地代」は死重的
高
地
代
で
あ
り
、
こ
の
高
地
代
を
前
提
と
す
る
農
地
の
貸
借
の
も
と
で
は
借
地
経
営
の
成
立
基
盤
は
著
し
く
狭
陰
で
あ
っ
て
、
も
と
よ
り
そ
の
安
定
的
発
展
な
ど
展
望
し
え
な
い
も
の
と
言
わ
ざ
る
を
え
な
い
。
実は、巨大群
はならない。
す
な
わ
ち
、
基
本
法
農
政
第
１
期
に
は
農
業
臨
時
一
屋
の
対
工
業
労
賃
比
は
ほ
ぼ
兇
の
水
準
で
推
移
し
て
き
た
も
の
が
、
第
Ⅱ
期
に
は
いると、この比率は年を追って低下をしめし七三’七四年にはほぼ殆の線にまでなる。
したがって第Ⅲ期になって上層の「剰余」が下層の「農業純生産額」にほぼ匹敵するほどの水準に達するのは、
実は、巨大独占にとって蓄積基盤を保障する重層的格差賃金の底辺の－そうの圧下を基礎としている点を見逃して
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基本法農政第Ⅲ期にはいって政府の各種の措置や援助が農地の貸借関係の拡大促進に焦点をあわせてきているに
も
拘
ら
ず
、
借
地
拡
大
に
よ
る
経
営
上
向
の
線
の
上
に
農
工
格
差
の
止
揚
が
達
成
さ
れ
る
と
み
る
わ
け
に
は
ゆ
か
な
い
。
す
で
に
み
て
き
た
よ
う
に
基
本
法
農
政
下
の
二
○
年
を
と
お
し
て
、
農
民
階
層
間
の
生
産
力
格
差
の
拡
大
傾
向
は
明
ら
か
な
の
で
あ
る
が
、
そ
れ
と
同
時
に
、
巨
大
独
占
の
蓄
積
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
規
制
さ
れ
る
農
業
自
体
の
地
盤
沈
下
と
生
産
力
格
差
展
開
条
件
の
決
定
的
な
幅
の
狭
さ
、
天
井
の
低
さ
に
あ
ら
た
め
て
注
目
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。
また、零細下層農民も、たんに単位面積あたりの「農業純生産額」相当分が経済的に保証されさえするならば、
農
地
供
給
層
Ⅱ
地
代
収
得
者
に
転
化
し
て
、
こ
の
よ
う
な
属
性
を
本
質
と
す
る
「
土
地
も
ち
労
働
者
」
に
変
質
を
と
げ
る
と
ふ
る
わ
け
に
は
ゆ
か
な
い
。
こ
れ
ら
農
民
層
の
農
業
Ⅱ
土
地
膠
着
の
強
さ
は
、
高
度
独
占
支
配
下
の
農
外
就
業
の
不
安
定
性
と
の
関
連
の
も
と
に
お
か
れ
た
零
細
土
地
所
有
の
も
つ
特
殊
な
意
義
を
全
体
と
し
て
お
さ
え
る
な
か
で
理
解
さ
れ
る
べ
き
も
の
で
あ
ろ
う
。
こ
の
よ
う
に
み
て
く
れ
ば
、
わ
が
国
の
現
局
面
の
農
民
層
分
解
の
法
則
性
を
「
借
地
型
上
層
農
」
と
「
土
地
も
ち
労
働
者
」
の
二
階
級
構
成
へ
の
帰
着
と
し
て
と
ら
え
、
こ
の
借
地
型
上
層
農
の
形
成
に
よ
っ
て
日
本
農
業
生
産
力
の
担
い
手
が
形
成
さ
れ
る
と
す
る
新
命
題
は
、
事
実
デ
ー
タ
の
示
す
本
質
的
側
面
を
十
分
に
説
明
し
え
て
い
る
と
は
言
え
な
い
で
あ
ろ
う
。
理論の再構成が要求されているといわねばならない。理論によってデータの示す事実の動きが十分に説明されな
い場合には、理論は組糸替えられるか、あるいは理論にさらに必要な媒介的規定が付加されて再構成され、くり返
し新しいデータとの突き合せが行われねばならない。この点に理論の高次化にとってデータの果すべき役割がある。
い
ま
ま
で
検
討
を
加
え
て
き
た
農
民
層
分
解
の
新
命
題
に
つ
い
て
言
う
な
ら
ば
、
農
業
再
生
産
構
造
に
対
す
る
巨
大
独
占
の
蓄
積
メ
カニズムからの作用力による規定性を全面的に付加して理論の再構成を行うことが求められていると言わねばなら
ない。
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ところでもしも新しい理論命題がこれに対応するよう整理された事実データの示すところを十分に説明しえたと
するならば、それによって新命題の真理性が最終的にも確証されたとしてよいであろうか。そうは言えないである
何故ならば理論とデータとの間に矛盾が生じなかったとしても、新命題の側について言えば、それの形成にあた
って媒介として使用された既知の理論的概念、命題のすべてが歴史的経過のなかでの検証を経ているわけではない。
加えて、もともと既知の理論的諸命題のなかには論理的演鐸の結果として定式化されたものや、あるいは理論内部
の事情によって自己展開をとげた結果として形成された諸命題をも含んでいる。一方また、統計データの側につい
て言えば、それはもちろん事実そのものではないし、その生産過程は概念的操作を含むものである。
さらにその加工過程でも事実の反映を歪曲する多くの要因の介入が避けられないものである。
したがって統計データによる理論の実証ということ自体も、いわば一種の観念的過程であって、さらに真偽の判
定が必要とされる認識過程であると言わねばならない。
そ
こ
で
理
論
的
結
論
は
、
最
終
的
に
は
、
実
践
の
領
域
に
も
ち
こ
ま
れ
歴
史
的
経
過
の
な
か
で
客
観
的
検
証
を
う
け
る
こ
と
に
な
る
う
○ その
た
め
に
は
現
実
の
具
体
的
過
程
を
把
握
す
る
理
論
的
基
準
に
も
と
づ
い
て
社
会
的
実
践
の
た
め
の
計
画
、
方
法
、
段
ど
り
を
具
体的に指示した指針が作成されることになろう。
たとえば、農民層分解と階級規定の実証的研究によってえられた農民諸層の階級的性格にかんする理論的認識に
もとづいて、労働者階級を中心とする広範な国民諸階層の結集の強化という実践的課題の達成にむけて農民諸層を
い
か
な
る
関
連
位
置
に
置
く
べ
き
か
に
つ
い
て
の
具
体
的
方
策
が
立
て
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
で
あ
ろ
う
。
と
言
ね
ば
な
ら
な
い
。
130 
る
を
え
な
い
。
し
た
が
っ
て
指
針
に
も
と
づ
く
長
期
の
対
象
的
活
動
に
よ
っ
て
も
予
期
さ
れ
た
よ
う
な
現
実
の
変
化
が
生
じ
な
け
れ
ば
、
こ
の
指
針
に基準を与えた理認的認識結果に対して社会的実践のなかで再度新しい問題が提起されていることになるわけであ
っ
て
、
こ
れ
を
解
決
す
る
べ
く
わ
れ
わ
れ
は
再
び
認
識
サ
イ
ク
ル
の
出
発
点
に
立
つ
こ
と
に
な
る
の
で
あ
る
。
そ
う
で
は
な
く
、
歴
史
の
現
実
の
経
過
の
な
か
で
理
論
の
真
理
性
が
確
証
さ
れ
る
な
ら
ば
、
獲
得
さ
れ
た
理
論
的
認
識
は
社
会
的
客
観
的
真
理
と
し
て
蓄
積
ざ
れ
既
知
の
理
論
を
豊
富
に
し
て
ゆ
く
こ
と
に
な
る
。
（１）この点にかんする統計データによる具体的分析と実証については拙稿「現局面における農民層分解の形態」Ｓ経済志林』
第四一巻、第三四号、一九七三年十月）参照。
もちろんそのさい科学的分析にもとづく現実の過程の理論的認識と、この認識結果にもとづく実践の組織的主体
による方針・計画の策定とは、その主体と段階と局面とを異にするものであることは明らかである。実践の主体は、
そのときどきの客観的条件と自らの組織の力量とに応じて弾力的に行動せざるをえないものであろうから現実の過
程の理論的認識から一義的に実践の指針が導き出されるというものではないであろう。
し
か
し
、
理
論
的
結
論
は
、
客
観
的
に
承
る
な
ら
ば
、
こ
れ
に
も
と
づ
い
て
導
き
出
さ
れ
た
指
針
に
よ
る
長
期
に
わ
た
る
対
象
的
活
動
を
と
お
し
て
予
期
し
た
結
果
が
生
じ
る
か
ど
う
か
が
確
め
ら
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
究
極
的
な
検
証
を
う
け
る
こ
と
に
な
る
と
言
わ
ざ
